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午前10時０分開議 

 

出 席 議 員（36名） 

２番 永 山 敏 郎 （県民連合立憲） 
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４番 工 藤 隆 久 （  同  ） 

５番 本 田 利 弘 （宮崎県議会自由民主党） 

６番 山 内 いっとく （  同  ） 

７番 山 口 俊 樹 （  同  ） 

８番 下 沖 篤 史 （  同  ） 

９番 齊 藤 了 介 （  同  ） 

10番 黒 岩 保 雄 （  同  ） 

11番 渡 辺 正 剛 （  同  ） 

13番 外 山   衛 （  同  ） 

14番 脇 谷 のりこ （未来への風） 

15番 松 本 哲 也 （県民連合立憲） 

16番 坂 本 康 郎 （公明党宮崎県議団） 

17番 重 松 幸次郎 （  同  ） 

18番 日 高 博 之 （宮崎県議会自由民主党） 

19番 野 﨑 幸 士 （  同  ） 

20番 武 田 浩 一 （  同  ） 

21番 佐 藤 雅 洋 （  同  ） 

22番 内 田 理 佐 （  同  ） 

23番 後 藤 哲 朗 （  同  ） 

24番 川 添   博 （  同  ） 

25番 荒 神   稔 （  同  ） 

26番 福 田 新 一 （  同  ） 

27番 図 師 博 規 （無所属の会 チームひむか） 

28番 前屋敷 恵 美 （日本共産党宮崎県議会議員団） 

29番 井 本 英 雄 （自民党同志会） 

30番 岩 切 達 哉 （県民連合立憲） 

31番 丸 山 裕次郎 （宮崎県議会自由民主党） 

32番 中 野 一 則 （ 同 ） 

33番 安 田 厚 生 （ 同 ） 

34番 坂 口 博 美 （  同  ） 

36番 濵 砂   守 （  同  ） 

37番 山 下 博 三 （  同  ） 

38番 二 見 康 之 （  同  ） 

39番 日 髙 陽 一 （  同  ） 

欠 席 議 員（１名） 

35番 山 下   寿 （宮崎県議会自由民主党） 
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 ◎ 一般質問 

○日髙陽一副議長 これより本日の会議を開き

ます。 

 本日の日程は一般質問であります。 

 ただいまから一般質問に入ります。まず、前

屋敷恵美議員。 

○前屋敷恵美議員〔登壇〕（拍手） おはよう

ございます。日本共産党の前屋敷恵美でござい

ます。通告に従って一般質問を行います。 

早速、知事の政治姿勢から伺ってまいりま

す。 

まず、Ｆ－35Ｂ戦闘機の垂直着陸訓練問題を

伺います。 

 防衛省は今年２月、新田原基地に配備すると

している最新鋭ステルス戦闘機Ｆ－35Ｂの垂直

着陸訓練を同新田原基地で実施することを明ら

かにしました。 

 しかし、防衛省はこれまで、垂直着陸訓練は

鹿児島県馬毛島で実施し、「新田原基地におい

ては、緊急時などを除き、通常、垂直着陸訓練

は行うことはない」としてきたにもかかわら

ず、現在、馬毛島に整備中の自衛隊基地建設の

遅れを理由に、新田原基地での訓練実施を決

定。しかも、馬毛島の基地完成後も、新田原で

の訓練を続ける方針だとしました。 

 このことに、地元新富町も、そして住民も、

「訓練によるこれ以上の爆音には耐えられな

い。受け入れられない」と猛反対を表明してお

られます。 

 今回、方針転換した新田原基地での垂直着陸

訓練について、知事はどのように受け止め、ど

う対応されるのかお伺いいたします。 

 壇上からは以上で、後は質問者席から行いま

す。（拍手）〔降壇〕 

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 おはようござ

います。お答えします。 

 Ｆ－35Ｂの問題については、過去の説明や地

域住民の負担等を踏まえると、到底認められる

ものではなく、住民等への丁寧な説明や不安解

消に向けた適切な対応を、国に対し強く求めて

まいりました。 

 国は４月上旬から、新富町、西都市、宮崎市

において住民説明会を開催しておりますが、住

民からは、防衛省に対する不信感や騒音に対す

る不安や負担感など、大変厳しい意見が寄せら

れているところであります。 

 このため、５月20日に私から直接、防衛省の

金子政務官に対し、地域住民の不安解消に至っ

ていない現状をお伝えし、改めて、住民の意向

に沿って適切な対応を実施するよう要請し、国

からは「地域のために何ができるか考えていき

たい」などの発言があったところであります。 

 その後、防衛大臣も会見で「どのような負担

軽減が可能か、真摯に検討している」と発言さ

れており、県としては、具体的にどのような対

応を行っていただけるのか、国の動向を注視し

つつ、今後とも、地域住民の声を踏まえ、必要

な対応を行ってまいります。以上であります。

〔降壇〕 

○前屋敷恵美議員 防衛省が行いました住民説

明会に私も参加いたしまして、地元の方々の直

接の声をお聞きいたしました。参加された地元

の方々からは、それぞれに「これ以上の爆音を

受け入れることはできない。限界だ」と怒りの

声が続きました。皆さんの率直な御意見を伺い

ながら、当事者でなければ分からない大変さ、

つらさがひしひしと伝わったところです。 

 この間、長年、基地の爆音に耐え忍んでこら

れた基地周辺住民の方々が裁判に訴えた爆音訴

- 140 -



令和７年６月16日(月) 

 

訟で、福岡高裁宮崎支部は「受忍限度を超える

違法な爆音」と断じて、国に損害賠償を命じま

した。今回さらなる爆音・轟音を伴う垂直着陸

訓練を強行することは、この判決をもないがし

ろにする、まさに違法であり、この理不尽さは

許されるものではありません。 

 知事は、昼も夜も耐え難い爆音にさらされな

がらの生活を余儀なくされている地元の方々の

心情を重く受け止めることが必要だと思いま

す。 

 今、防衛省も検討中だという回答のようであ

りますけれども、いずれにしても、その結果を

待つことなく、私は、知事は訓練の中止を求め

ていくべきだと思います。 

暮らしそのものが、健康状態も含めて、これ

以上の爆音には本当に耐えられないと訴えてお

られるわけですから、ぜひ知事も住民の皆さん

の立場に立って、中止を求めるべきだと思いま

す。知事の御判断を聞かせていただきたいと思

います。 

○知事（河野俊嗣君） Ｆ－35Ｂの配備につき

ましては、現在の我が国を取り巻く厳しい安全

保障環境を踏まえ、防衛力の強化が必要である

という国の判断の下で、国の責任において進め

られているものと認識しております。 

 今回の垂直着陸訓練に係る方針転換について

は、地元の住民の不安や負担等を考えると、到

底認められるものではなく、私から直接、防衛

省に要請するなど、国に対し、地元市町の意向

に沿った適切な対応を強く求めてきたところで

あります。 

 国は、説明会で出された住民等の意見を受け

て、どのような負担軽減が可能か検討中であり

ますが、県としては、引き続き、地元市町とも

連携しながら、地域住民等に寄り添った対応を

国に求めてまいります。 

○前屋敷恵美議員 Ｆ－35Ｂ戦闘機の配備は、

今後、40機余りに及びます。新田原基地の規

模・体制が一段と強化されることになります。

それに伴い訓練は増え、騒音被害はさらに深刻

さを増すことになります。 

 Ｆ－35Ｂそのものの配備をも私は拒否すべき

だと思います。知事は、今の段階では、Ｆ－35

Ｂの垂直着陸訓練は受け入れられないとする立

場を表明しておられますけれども、ぜひその立

場を貫いて、この訓練及び戦闘機の配備も含め

て、知事の英断を求めたいと思います。 

 続いて、国が宮崎空港を特定利用空港に指定

したのに続いて、日向の細島港を特定利用港湾

の候補にするとしたことについて伺います。 

 細島港は、御承知のように、民間の船が利用

する商業港です。それに県管理の港でもありま

す。国が特定利用しようとする目的、指定に係

る県の立場、そして県の受け止めをお聞かせい

ただきたいと思います。知事、お願いいたしま

す。 

○知事（河野俊嗣君） この特定利用港湾は、

平素から必要に応じて、自衛隊等が港湾を円滑

に利用できるよう、港湾管理者との間で「円滑

な利用に関する枠組み」を設けるものでありま

して、あくまで民生利用を主とするとされてお

ります。 

 細島港を特定利用港湾の候補とすることにつ

いては、先月、港湾管理者として説明を受けた

ところであり、国からは、今後、この枠組みを

設けるための協議を行っていくと伺っておりま

す。 

 県としましては、細島港が追加された場合の

影響や枠組みの内容等について詳細を確認する

とともに、引き続き国に対して丁寧な説明を求
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めてまいります。 

○前屋敷恵美議員 必要な枠組みを決めるとい

うお話でありますけれども、現在でも、毎年日

向灘の沖合で繰り返されている日米共同機雷掃

海訓練のときには、細島港にそうした軍艦が停

泊する、そういう使用がなされてきています。 

 今回、特定利用の港に指定されれば、平素か

ら軍事利用されることは想像に難くないと私は

思います。今議会でも話題となりましたクルー

ズ船の誘致どころではなくなると思います。 

 県は、港湾の管理者として、特定利用の指定

受入れを容認すべきではないと思います。ぜひ

明確な態度を知事に表明していただきたいと思

います。 

 もう一点、お伺いいたします。 

 国が進める基地の強靱化、軍用機の配備、頻

繁に行われる多国籍軍との共同軍事訓練、そこ

につぎ込まれる莫大な税金、こうした一連の戦

争準備が今後どのような事態を招くことになる

のか、今こそ真剣に考えなければならないと思

います。 

 今、中国による台湾有事が声高に叫ばれ、日

本が集団的自衛権の行使に踏み切ったときに、

県民はどのような被害を被ることになるのか、

県民の安全を守るべき知事として、先を見通し

た対応が必要と思います。知事の御見解を伺い

たいと思います。 

○知事（河野俊嗣君） 我が国を取り巻く安全

保障環境は、中国の軍事力強化、海洋進出の動

きでありますとか、北朝鮮の核ミサイル開発の

進展、ロシアによるウクライナ侵攻の長期化な

ど、より一層、厳しさを増してきております。 

 また、緊迫を増しております中東情勢の影響

というものも注視する必要があろうかと考えて

おります。 

このような状況を受け、国において、国家安

全保障戦略等に基づき、防衛力の強化を図るた

めの取組が進められているものと理解しており

ます。 

 外交や防衛など国家の安全保障に関すること

は、国の責任において進められるべきものであ

りますが、国民の安全・安心、生命・財産に直

接関わる極めて重要な問題であると考えており

ます。 

 私としましては、我が国の平和と安全を守る

ためには、国際社会の平和と協調に向けた不断

の外交努力に努め、諸外国との協力関係をしっ

かりと深めていくことが何より重要であると考

えております。 

○前屋敷恵美議員 諸外国との協力関係は確か

に大事です。そこをしっかりと踏まえた上で、

外交努力をしなければならないと思います。 

 国家間には様々な課題、問題が生じるでしょ

う。しかし、それを武力や威嚇で解決すること

はできないと思います。どのような問題が起き

ても、戦争にさせない努力をすること、その仕

事が政府の責務だと思います。 

 貴い命を奪い、あらゆるものを破壊し尽くす

のが戦争です。犠牲者は国民です。あくまでも

粘り強く話合いの外交を尽くすことこそ必要だ

と思います。今進められている戦争を想定して

の戦争準備でなく、平和解決のための努力、そ

の準備こそ必要だと思います。 

今、日本は、当事国でもないのに戦争に巻き

込まれようとしています。本当に重大な岐路に

立っていると思います。 

 地方に暮らす国民を守るべき知事は、「外

交・防衛は国の責任」で済まさずに、国に「戦

争への道はやめよ」と進言すべき責任がありま

す。知事としての責任を全うしていただきた
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い。このことを申し上げて、次の質問に移りた

いと思います。 

 次は、物価高騰対策についてです。 

 異常な物価高騰が続いています。「家計のや

りくりも限界だ」と悲鳴が上がっています。 

 県は、この物価高騰による県民生活への影響

をどのように把握しておられますか。また、県

民生活への支援策をどのように考えておられる

か、また講じておられるか伺いたいと思いま

す。総合政策部長、お願いいたします。 

○総合政策部長（川北正文君） 長引く物価高

騰により、生活・経済活動にも大きな影響が生

じていることから、県では、国の重点支援地方

交付金を活用し、生活者支援として、市町村と

連携したプレミアム付商品券の発行、また、事

業者支援として、交通・物流事業者や農林水産

事業者、医療・介護・福祉施設に対する燃料・

資材等への補助などの対策に取り組んでおりま

す。 

 このような中、国際情勢等の変化も生じてい

ることから、県としましては、国の動きや県内

の経済状況、企業の動向等について情報収集を

行うとともに、現在実施している対策の効果や

米国関税措置等の影響も見極めながら、必要に

応じて国の交付金の追加措置も活用するなど、

引き続き、県民や事業者への影響緩和に取り組

んでまいります。 

○前屋敷恵美議員 よろしくお願いしたいと思

います。 

 本当に値上げラッシュが深刻な状況です。帝

国データバンクは５月31日付で、主要食品メー

カー５社がこの６月に1,932品目の食料品値上

げを予定しており、これは前年同月の約３倍に

急増し、今年１年間の値上げは２万品目を超え

るとされており、こうしたさらなる値上げは、

消費者の節約志向を強めるリスク要因となって

いると警鐘を鳴らしています。県民の暮らしを

支えなければ、地域経済も疲弊してしまいま

す。緊急に物価高騰対策を講じることが求めら

れています。 

 今、国の重点支援地方交付金などを活用した

県の取組を聞かせていただきましたが、さらに

県独自の自主財源による支援も強めていただき

たい、このように思います。 

 次に、学校給食への影響について伺います。 

 この物価高騰と米不足の中で、学校給食への

影響はどうでしょうか。給食費の値上げや米飯

給食の制限などはなかったのか、状況をお聞か

せください。また、教育委員会としての対応に

ついても伺います。教育長、お願いいたしま

す。 

○教育長（吉村達也君） 学校給食は、児童生

徒の心身の健全な発達や望ましい食習慣を身に

つけるために実施されており、学校給食法にお

いて、必要な栄養量や食事の内容について基準

が定められております。 

 米を含む学校給食用の食材費が高騰する中、

米飯給食を維持し、基準に基づいた給食を提供

するために、今年度、26市町村中、23市町村に

おいて、１食当たり10円から70円の値上げが行

われております。 

 教育委員会としましては、学校給食の質や量

が保たれるよう、引き続き食材の選定や献立の

工夫等について状況を把握し、市町村と情報を

共有してまいります。 

○前屋敷恵美議員 食材費の値上げが給食費値

上げに響いてきたということになっています。 

 先ほど10円から70円の値上げだと言われまし

た。23の自治体で値上げがなされていますが、

最高で１食70円に上がったところは、月20日と

- 143 -



令和７年６月16日(月) 

 

して1,400円もの値上げになるんです。兄弟の

おられるこうした御家庭では、その負担という

のは本当に大きいと言えると思います。 

 今後さらに物価の上昇が続けば、さらなる給

食費の値上げにつながりかねないわけで、これ

以上、保護者の負担を増やすわけにはいきませ

ん。 

 国でも今、給食費無償化の論議の最中です。

早く無償化実現が図られるよう求めていくもの

ですが、それまでは、国の応分の助成はもちろ

んのこと、県と自治体の協力で給食費の無償化

を求めるものです。当面は保護者負担をなくす

ための助成を求めたいと思います。ぜひ早急に

検討していただくことを求めておきます。よろ

しくお願いいたします。 

 次に、深刻な米不足が米の価格高騰を引き起

こした問題で、米の増産、そして農家の価格保

障・所得補償の必要性について伺います。 

 政府は、米の消費が減ることを前提にして、

農家に減反・減産を押しつけてきました。価格

や流通を市場任せにした結果、生産者米価は60

キロ２万円を超えていたものが１万円前後にま

で落ち込み、これでは食べていけないと、米農

家は2000年以降、175万戸から53万戸へと３分

の１まで激減いたしました。 

 生産基盤の崩壊という事態をもたらした国の

責任は重大だと思います。さらに、ミニマムア

クセス米による年間77万トンの輸入拡大です。

そのことが農家の心をどれほど折ったか計り知

れません。 

 そこで、県内の状況ですが、米農家戸数の推

移と減反の状況はどうだったのか伺います。そ

れを踏まえて、県としての主食用米の安定供給

にどのように取り組むのか、県の考えを伺いま

す。農政水産部長、お願いいたします。 

○農政水産部長（児玉憲明君） 令和６年にお

ける本県の主食用米の生産農家数は約２万

5,000戸であり、10年前に比べ、約34％減少し

ております。 

 また、水田面積から主食用米の作付面積を除

いた、いわゆる転作の割合は約60％であり、10

年前に比べ、10ポイント増加しております。 

 県では、主食用米等の安定供給体制の構築に

向け、生産基盤の維持や生産性の向上等を図る

ために、市町村や関係機関と連携しながら、担

い手への農地集積や大区画化、スマート技術の

導入等を進めております。 

 今後とも、国の水田政策の見直しの状況を注

視しながら、飼料用米や加工用米等を含めたバ

ランスのよい米づくりを推進し、主食用米の安

定供給に取り組んでまいります。 

○前屋敷恵美議員 宮崎の農家の皆さんたちに

も厳しい状況が続いていたということが、今の

部長からの答弁でもうかがえます。減反率は

60％というわけですから、本当に減収になるこ

とは当然だと思います。一旦離れた米づくりを

元に戻すには、生産者への支援は欠かせませ

ん。どんなときでも米の再生産が可能な所得と

価格が必要です。 

 もちろん国の責任ある施策が第一ですが、国

に要求しつつも、宮崎県は中山間地域を多く抱

える県です。県独自の支援を強めて農家を支え

ることが、後継者をつくることにもつながりま

すから、予算も増やしてしっかり取り組んでい

ただきたい。強く要望したいと思います。 

 次は、物価高騰から国民・県民の暮らしを守

るための消費税５％減税についてです。 

 日本共産党は、消費税の廃止を目指し、緊急

に一律５％減税を提案しています。この５％減

税で、平均的な勤労世帯で年間12万円の減税に
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なります。税率を一律にすれば、小規模事業者

やフリーランスを今苦しめているインボイスの

廃止に道を開くことにもなります。 

 問題は財源をどうするかです。日本共産党

は、大企業・富裕層減税を見直し、応能負担が

原則の税制に改め、恒常的な財源確保を、と提

案しております。 

 大企業への減税は年間11兆円を超えていま

す。しかし、政府が減税で目的としたはずの賃

上げにも設備投資にも回らず、株主への配当や

内部留保を増やしただけで、法人税減税の効果

は全くなかったと、石破首相も国会で反省の弁

を述べておられます。大企業減税を見直して消

費税減税に充てることは当然のことだと思いま

す。 

知事の消費税減税に対するお考えを伺いま

す。 

○知事（河野俊嗣君） 物価高騰が続く中で、

国政において、消費税減税をめぐる議論がなさ

れておりますが、消費税は、社会保障制度の基

盤であります。また、税収の約４割、令和７年

予算ベースでは約11.4兆円もの額になります

が、これが地方税財源として、医療、介護、子

育て支援をはじめとする行政サービスを支える

極めて重要な役割を担っております。 

 また、少子高齢化が進行する中、これらの

サービスを安定的に供給していくためには、将

来世代に負担を残すことなく、恒久的な財源を

確保することが重要であると考えております。 

 このため、全国知事会を通じて国に対し、消

費税が社会保障の基盤として果たしている役割

や、行政サービスを提供している地方への影響

等を十分に考慮し、将来世代の負担に配慮した

丁寧な議論を求めているところであります。 

○前屋敷恵美議員 消費税は社会保障のため、

消費税は安定財源、このように言われますけれ

ども、本来、消費税は、使途を特定する目的税

ではなく、何にでも使える普通税です。 

 石破首相も国会の予算委員会で、社会保障に

所得税や法人税など他の税収を充てることにつ

いて、「法的に禁止されているわけではない」

と答弁され、社会保障の財源は消費税に限定さ

れないということも明確になりました。 

 消費税の増税と同時期に法人税や所得税最高

税率が下げられ、社会保障の財源でもある税収

を、法人税・所得税から消費税へ置き換えたこ

とは明らかで、実質、消費税増税が法人税減税

の穴埋めに使われたということです。 

 また、安定財源についてですが、なぜ安定的

に入ってくるのかといえば、景気が悪化して収

入が減ろうが、失業して収入がなかろうが、最

低限の生活にも消費税は容赦なくかかってくる

からです。生活に困る人からも情け容赦なく消

費税を取り立てる。言葉は辛辣ですが、安定的

に搾り取る、こういうことです。 

 庶民に痛みを負わせて、とりわけ所得の低い

方々に負担をより負わせて、集めた財源で社会

保障を賄うなど、おかしいと思いませんか。こ

んな理不尽なことはありません。社会保障の予

算に一番ふさわしくないのが消費税です。 

 逆進性の強い消費税は引き下げ、負担能力の

ある大企業や富裕層に応分の負担を求めて、社

会保障の財源に充てる、こうした公平な税制度

が必要です。 

 消費税減税で国民・県民の暮らしを守る、地

域経済も守る。地方自治体もこの立場で、県民

の痛みに頼る財源確保ではなく、賃金の引上

げ、年金の引上げなどで暮らしが安定すれば、

地域経済も回り、税収は上がるのではないで

しょうか。国にはこうした政策をしっかり要求
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して、県民のための行財政運営に当たっていた

だきたいと思います。 

 消費税減税は、今、物価高で苦しむ国民・県

民の暮らしを守る特効薬であることを強調して

おきたいと思います。 

 続いて質問を行います。 

 次に、昨年の６月定例会でも取り上げさせて

いただきましたが、困難女性支援法に基づく施

策の充実について伺います。 

 困難女性支援法に基づいてつくられた県の困

難女性支援計画は、ＤＶ被害をはじめ、様々な

困難を抱える女性を支援できるものでなくては

ならないと思います。支援の在り方について、

さらなる充実を求めてきたところです。 

 そこでお伺いいたします。女性相談支援セン

ターの現状について、相談の件数、その対応、

一時保護の状況などをお聞かせください。福祉

保健部長、お願いいたします。 

○福祉保健部長（小牧直裕君） 令和６年度の

女性相談支援センターの相談件数は1,019件

で、前年度から126件の増となっており、その

ほとんどが助言・指導で相談を終えたところで

す。 

 また、一時保護者数は25人で、前年度から９

人の増となっております。 

 内訳につきましては、夫等の暴力が15人、帰

り先がないが５人、子供や親族からの暴力が３

人、そのほかが２人となっております。 

○前屋敷恵美議員 一時保護については、25人

の利用があったということですが、依然とし

て、きりしま寮の利用がないという状況も伺っ

ているところです。 

 そもそもきりしま寮の果たすべき役割は何

か、きりしま寮が利用されない要因について伺

いたいと思います。福祉保健部長、お願いしま

す。 

○福祉保健部長（小牧直裕君） 県立きりしま

寮は、困難な問題を抱える女性が入所し、一定

期間、自立に向けた生活支援等を受ける女性自

立支援施設であるとともに、一時保護的な機能

も有しております。 

 女性自立支援施設としては、令和２年度から

利用者がいない状況が続いていますが、一時保

護としては、令和６年度、23人の利用がありま

した。 

 一時保護の利用者の多くがＤＶ被害者である

ことから、居場所が特定され、危害が及ぶこと

がないよう、携帯電話の持込みなどを控えてい

ただいており、女性自立支援施設として利用す

る場合も同様の対応が必要になることから、生

活に不自由さを感じてしまうことが利用の進ま

ない要因の一つであると考えております。 

○前屋敷恵美議員 夫などのＤＶから逃れて相

談センターに助けを求めても、今言われたよう

に、一時保護所での保護期間は最長２週間で

す。その間に、この先の生活のめどを立てなく

てはなりませんが、そう簡単にはいきません。

そこで役割を果たすのが、保護施設であるきり

しま寮です。 

 しかし、一時保護所の利用も相談件数からす

ると少ないですが、きりしま寮に至っては、そ

の利用が全くありません。では、きりしま寮が

必要ないのかといえば、決してそうではないと

思います。 

 ここで、一時保護所やきりしま寮に入所でき

ない・しない実例についてなんですけれども、

ＤＶ被害で助けを求めてこられた女性に付き

添ったある自治体職員の話によると、そのとき

の県の対応は、緊急避難を求めている被害者に

対してその聞き取りは、先ほど部長も答弁され
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ましたが、その条件として、携帯電話や財布の

没収、外出の禁止などが告げられ、まるで犯罪

者の取調べのようだったと言われます。 

 この一時保護所の入所の条件、また、きりし

ま寮の条件も言われましたけれども、そういう

条件が突きつけられて、「さあ入所をどうしま

すか」と、このように選択を迫られる。そんな

やり取りだったというふうに伺いました。結

局、女性は一時保護所入所を断念されて、付き

添った自治体が民間団体とつないで保護したそ

うです。 

 その職員は言われました。「ＤＶ防止法にお

いても「緊急時における安全の確保及び一時保

護を行う義務は県の女性相談所が負う」と明記

されている。県はその役割を果たしているの

か」と疑問視されておりました。 

 また、被害者家族に中学生以上の男児がいる

と、その子供とは別々にされ、分かれて保護さ

れることになっています。それなりの理由があ

るとしていますけれども、極めて不自然な保護

の在り方だと思います。 

 一時保護所、きりしま寮、いずれにせよ、そ

の運用の在り方は改善を図る必要があると思い

ます。様々な困難を抱え、助けを求める被害者

に寄り添った支援で、県としての責任を果たす

ことを求めたいと思います。 

 また、一時保護所やきりしま寮を選択しな

かった、利用しなかった被害者は、ＤＶ被害者

の支援等を行っております民間団体に受け入れ

てもらっています。しかし、民間団体として

も、携帯電話、財布の持込みなど、禁止されて

いるわけではありません。同じ条件が必要だと

思います。 

 この民間団体の現状と県の支援について伺い

ます。福祉保健部長、お願いいたします。 

○福祉保健部長（小牧直裕君） ＤＶ被害者支

援の充実を図るため、県では、ＤＶ被害者等

セーフティネット強化支援事業により、シェル

ターを有する民間支援団体が行う、ＳＮＳを活

用した相談窓口の拡充や暴力の再発防止プログ

ラムの実施等の先進的な取組に対する補助を

行っております。 

 昨年度は５つの団体に対し補助を行ってお

り、安定的なシェルター運営へ向け、支援を続

けているところです。 

 引き続き、民間支援団体と連携して、ＤＶ被

害者支援に取り組んでまいります。 

○前屋敷恵美議員 よろしくお願いいたしま

す。ＤＶ被害をはじめ様々な困難を抱える女性

や家族を支援する民間団体の存在は、本当に大

きいと思います。シェルターの役割を担ってい

ただいています。こうした民間団体の協力を得

ながら、第一義的には、行政・公が責任を負う

ことが本筋です。 

 民間団体は、厳しい財政運営の中で、献身的

に取り組んでおられます。民間団体への助成・

支援を充実させること、そして県との連携も密

にして取り組むことが重要と思います。 

 そして何より、様々な困難に直面し、苦しむ

女性や家族の人権が守られ、新たな生活がス

タートできる、その支援に尽力する県の機関と

なることを求めたいと思います。よろしくお願

いいたします。 

 次に、医療・介護の危機打開について伺いま

す。 

 前回の質問でも取り上げさせていただきまし

たが、全国的にも依然として厳しい状況が続い

ています。 

 訪問介護基本報酬引下げから１年、その影響

は、事業所の存続問題はもちろん、利用者にも
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及んでいます。年金から保険料が天引きされて

いるのに、職員不足などで必要な介護サービス

が受けられないという制度の根幹にも関わる事

態です。ホームヘルパーだけでなく、ケアマネ

ジャーの不足も介護崩壊の危機を招く事態と

なっています。 

 介護報酬改定が行われて以降の県内の介護事

業所の状況を伺いたいと思います。福祉保健部

長、お願いします。 

○福祉保健部長（小牧直裕君） 今年５月末現

在の県内の訪問介護事業所数は455事業所であ

り、令和６年４月から令和７年５月末までに新

規指定を受けたのは23事業所、廃止したのは27

事業所となっております。 

 また、廃止の主な理由としては、人材不足や

採算が見込めないことなどとなっております。 

○前屋敷恵美議員 全国的にも１年前に訪問介

護報酬が引き下げられて、全国のアンケート調

査では、約５割に近い事業所で赤字が続いてい

るという報告もなされているところです。ぜひ

介護事業所に寄り添った施策が必要かと思いま

す。 

 ２月の定例議会で、訪問介護の事業者団体か

ら提出されました「訪問介護の基本報酬の見直

し等を求める請願」が全会一致で採択されまし

た。請願は、訪問介護の基本報酬をはじめ、早

急に介護報酬全体の引上げの改定や財政支援を

行うことなどを求めたものです。 

 介護の必要な方々に親身な介護を提供した

い、事業所の思いは切実で、人材不足や経営難

で期待に応えられない苦しさを訴えられます。

私は本当に介護現場の厳しさをひしひしと感じ

ます。 

 特に、訪問介護事業所の厳しい経営状況に対

して、県としてはどのような対応をしておられ

るのか伺いたいと思います。福祉保健部長、お

願いします。 

○福祉保健部長（小牧直裕君） 訪問介護事業

所は、報酬引下げなどの影響を受け、厳しい経

営環境にあると認識しております。 

 このため県では、今年度から実施する新規事

業において、訪問介護事業所に対し、人材確保

や経営改善に要する経費について支援を行うこ

ととしております。 

 加えて、全国知事会を通じて、介護報酬の臨

時改定や事業継続に向けた財政支援を国に対し

要望しております。 

 今後とも、安定的なサービス提供体制の確保

に向けて取り組んでまいります。 

○前屋敷恵美議員 よろしくお願いいたしま

す。 

 物価高の下で地域医療を担う医療機関も今、

深刻な事態にあります。現在、物価上昇2.7％

に対し、診療報酬改定は0.88％の引上げでしか

なく、全く物価上昇には追いつかない状況で

す。しかも医療機関に係る治療材料費や医療機

器、入院給食の材料費など、値上がりは大きい

けれども、「命を守るためには必要な経費で、

節約はできない」と言われます。 

医療機関は最終消費者とみなされ、患者に負

担を転嫁できず、その負担は相当に重いもので

す。県内でも、幾つかの病院、クリニックの閉

鎖を耳にするところです。地域医療を守るため

にも、医療機関を支えることは必至だと言えま

す。 

厳しい医療機関の現状を踏まえた県の対応に

ついて伺います。福祉保健部長、お願いしま

す。 

○福祉保健部長（小牧直裕君） 県では、医療

提供体制の維持・確保に向け、物価や人件費の
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上昇などの影響により、厳しい経営状況にある

医療機関に対して、物価高騰対策の支援金を給

付するとともに、本議会の補正予算案に計上し

ています医療施設等経営強化緊急支援事業によ

り、給付金等の支援を行うこととしておりま

す。 

 今後も安定して経営を継続できるよう、診療

報酬の臨時改定や緊急的な財政支援について、

国に対して強く要望するとともに、適切な支援

に取り組んでまいります。 

○前屋敷恵美議員 よろしくお願いいたしま

す。 

 あわせて、医療従事者の離職などで医療機関

のスタッフ不足は深刻で、診療科や入院患者・

救急患者の受入れを減らさざるを得ないところ

も出ています。まさに地域医療の崩壊を招くこ

とになりかねない状況です。 

 医療従事者の処遇改善が必要で、特に看護師

確保には早急にその改善が必要です。県の対応

について伺います。福祉保健部長、お願いしま

す。 

○福祉保健部長（小牧直裕君） 看護師確保の

ためには、各医療機関での処遇改善や勤務環境

の改善が重要と考えております。 

 このため県では、宮崎県ナースセンターにお

いて、就労環境に関する相談窓口を設置すると

ともに、医療機関等に対し、賃金モデルや勤務

環境、業務改善等の周知啓発を行う研修会等を

開催しております。 

 引き続き、看護協会等の関係機関と連携しな

がら、処遇や勤務環境の改善を推進してまいり

ます。 

○前屋敷恵美議員 深刻な医療崩壊を食い止め

るためには、何より診療報酬の引上げと財政支

援を行うこと、これが喫緊の課題です。 

 ところが今、政府は、医療費４兆円削減を打

ち出し、その第一歩に、余剰ベッドの削減だと

して、全国の医療機関の病床数を11万床減らす

計画を強行しようとしています。感染症などに

対応するには余力のある体制が必要であること

は、コロナ対応で経験済みのはずですが、コロ

ナ危機の反省がないと言わなければなりませ

ん。 

 地域医療構想の名による病床削減ではなく、

医師・看護師の計画的な増員、地域医療の体制

強化こそ必要であること、そのための財政出動

も含めて、地方自治体の果たす役割を十分担っ

ていただきたい、このように思います。 

 では次に、福島原発事故における除染土の最

終処分の受入れ問題について伺います。 

 福島原発事故から14年が経過しました。しか

し、緊急事態宣言は出されたままです。いまだ

にふるさとに戻れない避難者は２万人を超えて

います。 

 ところが国は、原発の最大限活用を明記した

第７次エネルギー基本計画を閣議決定しまし

た。原発事故も被害者もなかったかのように、

原発に回帰する姿勢を示しています。 

 まず知事に、福島原発事故の現状と国の第７

次エネルギー基本計画についての認識をお伺い

いたします。 

○知事（河野俊嗣君） 事故の発生から14年が

経過する中、多くの地域住民の皆様が今もなお

避難を余儀なくされている状況に、私も大変胸

の痛む思いがしております。一日も早く事態の

収束が図られることを心から願っているところ

であります。 

 このような中、国においては、今年２月に第

７次エネルギー基本計画を策定し、まずは、原

発事故の経験や教訓を肝に銘じて政策に取り組
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むことを原点と位置づけた上で、再生可能エネ

ルギーの主力電源化を徹底し、最大限の導入を

促すとともに、原子力については、国民からの

信頼確保に努め、安全性の確保を大前提に、必

要な規模を持続的に活用することとしておりま

す。 

 この方針は、ロシアによるウクライナ侵略や

中東情勢の緊迫化など、経済安全保障上の要請

の高まりや、ＤＸの進展による電力需要の増加

など、我が国を取り巻くエネルギー情勢の変化

を踏まえ、エネルギーの安定供給と脱炭素の両

立を目指すという政府方針の下に策定されたも

のと認識しております。 

○前屋敷恵美議員 福島の原発事故はまだ終

わってはおりません。いまだ人類の手に負えな

い放射能封じ込めです。福島原発事故の重大さ

を考えるならば、今後も原発を最大限活用する

などと言って新増設まで盛り込んだ政府の方針

は、無責任極まるもので、認めるわけにはいき

ません。 

 ３月11日付の読売新聞報道によれば、同社が

行ったアンケート調査で、原発事故で生じた除

染土の受入れについて宮崎県は、「条件次第で

検討する意向がある」と回答され、提示された

４つの条件全てを選択したとされています。 

 その条件とは、１つに「健康被害をもたらさ

ない安全な方法」、２つに「風評被害を防ぐ万

全な手立て」、３つに「受け入れ費用の補助や

住民への補償」、４つに「万一の事故に即応で

きる仕組み」の４項目が示されています。それ

ぞれどのような内容・対応であれば受入れを検

討されるのか、県の考えをお聞かせください。

環境森林部長、お願いいたします。 

○環境森林部長（長倉佐知子君） 除去土壌の

処分については、中間貯蔵・環境安全事業株式

会社法に基づき、国の責務として、中間貯蔵開

始後30年以内に福島県外で最終処分を完了する

こととされております。 

 除去土壌の処分を進める前提として、まず

は、国において国民的な理解を醸成することが

必要でありますが、現在、そのプロセスの途上

にあるため、県として受入れの可否を検討する

段階ではないと考えております。 

 なお、アンケートに示された条件は、実施主

体が任意に設定したものであり、県としまして

は、今後の国の検討状況等を注視しながら適切

に対応してまいります。 

○前屋敷恵美議員 条件の設定が民間主導によ

るものだということはあると思いますが、それ

ぞれの条件が十分にクリアされるということが

必要かと思います。そして何より、部長も言わ

れましたが、住民合意が得られることが大前提

だと思います。 

 さらに私は、原発事故の責任の所在を明らか

にすること、責任の明確化が必要だと思いま

す。事故によって生じたとてつもない負債を、

福島県民や国民の責任にすることはできませ

ん。 

 さらに、事故が起きないという保証のない原

発を動かしながら、原発事故の処理を国民に求

めるという、この理不尽さは納得できません。 

 原発事故は、どんな事故とも違い、異質なも

のです。原発を動かせば必ず出るのが使用済み

核燃料、核のごみです。放射線が安全なレベル

に下がるまで、10万年も厳重保管が必要なもの

です。 

 国の責任で、原発に頼るエネルギーを見直

し、安心・安全な再生可能エネルギーに転換す

ることを検討の条件に加えること、再び事故を

起こさないという担保が必要と思いますが、知
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事のお考えをお聞かせください。 

○知事（河野俊嗣君） 除去土壌の福島県外で

の最終処分は、法律に規定された国の責務であ

りまして、まずは、国が国民に対し、再生利用

や最終処分の取組の必要性・安全性等につい

て、科学的な根拠に基づき分かりやすく説明し

た上で、国民的な理解や納得を得ることが必要

であります。 

 原発の稼働につきましては、科学的・技術的

知見に基づき、国が責任を持って判断すべきも

のでありますが、安定的な電力供給や地球温暖

化への対応等を踏まえますと、直ちに国内の原

発をゼロにすることは、現実的には大変難しい

状況であると認識しております。 

 一方、再生可能エネルギーにつきましては、

第７次エネルギー基本計画において、我が国の

主力電源として最大限の導入を促すこととして

おり、県としましても、豊かな自然環境や地域

資源といった本県の特性を生かしながら、今後

とも再生可能エネルギーの普及拡大に積極的に

取り組んでまいります。 

○前屋敷恵美議員 今回問題になっております

除染土は、正確には汚染土です。汚染土は、程

度の差はあれ放射能を含んでいることが想定さ

れ、県民が心配されるのは当然のことだという

ふうに思います。処理の検討に入るに当たって

は、まず住民の合意を得ること、そのためにも

納得いく条件整備を行うこと、この立場を堅持

していただきたい、このように思います。 

 以上で今回の質問の全てを終わります。あり

がとうございました。（拍手） 

○日髙陽一副議長 次は、脇谷のりこ議員。 

○脇谷のりこ議員〔登壇〕（拍手） 皆様、こ

んにちは。脇谷のりこです。傍聴にお越しいた

だいている皆様、わざわざありがとうございま

す。御答弁いただく執行部の皆様もどうぞよろ

しくお願いいたします。 

 まずは、私の個人的な話で恐縮ですが、私は

生まれてすぐに両親が離婚したので、母一人子

一人、小さな雑貨屋を営む曽祖父母のところで

一緒に暮らしていました。田舎でしたから、離

婚した女性にとってはうわさの対象にもなり、

商売は相当嫌だったようで、外に働きに出たい

と言っていましたが、高齢の祖父母を置いてい

けなかったようです。 

 私が結婚して家を出た後、曽祖父母が亡くな

ると、母はすぐに店を畳んで宮崎市内で一人暮

らしを始め、50代からホームヘルパーの派遣の

仕事に従事していました。 

 自立心の強い人で、他人にも子供にも頼りた

くないと70歳過ぎまで仕事をしていましたが、

80歳を過ぎて認知症を発症すると一人では生活

できません。そこで、無理やり自立型のケアハ

ウスに入居させることにしました。そのときの

介護度は１。母は私の顔を見るたび、「私は一

人で生活できる。こんなところ早く出たい。早

く家に帰りたい」と４年も言い続けました。認

知症は、介護するほうにも精神的な負担がのし

かかります。 

 母は国民年金だけでしたから、基礎年金の月

６万5,000円ほど、それに対し、施設利用料は

11万円程度、差額は毎月私が支払い、それが７

年間続きました。その後、母は歩行が困難にな

り、入院したことで、施設を退去せざるを得ま

せんでした。 

 介護度の見直しを申請しつつ、退院の日まで

に次の施設を探さなければならないのですが、

介護度３以上が対象の特別養護老人ホームには

入所できず、老健施設やグループホーム、また

有料老人ホームなど様々な形態の施設を探しま
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したが、なかなか空きがありません。 

ケアマネさんからは情報をもらえましたが、

結局のところ、自分一人で一軒一軒電話して見

学に行き、母に合うかどうか、また料金などの

詳細を聞いて、やっとの思いで入居させた施設

が有料老人ホームで月13万円程度。結局は以前

より私の負担が増すことになりましたが、入居

できただけでもよしとし、この数か月間、抱え

ていた肩の荷が下りました。 

 この体験を通して一番強く思ったのは、子供

が一人の場合は親の介護を一人で担わなければ

ならないということと、その上で、厚生年金に

加入していない自営業者や農業者、さらに就職

氷河期時代で正規社員になれなかった人やパー

ト勤務の女性など、月６万円台の基礎年金だけ

で暮らしておられる方が、親御さんの面倒を見

なければならなくなったとき、また、自分たち

が高齢者になったときに、どのように介護費用

を賄っていかれるのだろうかということです。 

 その上で、この問題は、いずれ現役世代、今

の若い人たちの将来にも直結する大きな課題だ

ということを痛感しました。 

 もちろん介護施設に入居される方には生活保

護の方も多くおられますが、本人の資産や家族

の扶養義務などの壁が高く、申請できないケー

スもあります。 

 若いときには目の前の生活に追われ、正規職

員の誘いを断り、朝から晩まで幾つもの仕事を

掛け持ちされている、ひとり親の女性がおられ

ます。自分が年を取ったときに我が子には迷惑

をかけたくないと思っていても、結局は子供の

世話にならざるを得なくなります。だからこそ

自力で入居できる程度の年金、特に厚生年金が

重要だと改めて考えさせられました。 

 私は母を介護施設に入居させましたが、自宅

で介護をされる方もおります。働きながら親の

介護をされた酒井穣さんの書籍「ビジネスケア

ラー」には、「介護をするために仕事を辞めて

はいけない。介護は育児同様、仕事と両立させ

るものであり、企業側もこの問題に対応してい

くことが求められる」と書いてありました。 

 人生100年時代、親が高齢者になったら、あ

るいは自分が高齢者になったらと思ったとき

に、年金などの社会保障は大変重要だと実感し

たのです。 

 社会保障制度である年金・医療・介護・子育

て支援の４つの制度は、一生を通して私たちの

生活を支えるセーフティーネットです。社会保

障制度は、日本の誇るべき優れた制度だと言え

ます。 

 先日、社会保障制度の一つである年金制度改

革関連法案が国会で可決されましたが、社会保

障制度の重要性について、知事のお考えをお聞

かせください。 

 以上、この後は質問者席で行います。（拍手）

〔降壇〕 

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。 

 年金や医療、介護などの社会保障制度につき

ましては、国民が健やかで安心できる生活を営

むための極めて重要な社会基盤であります。 

 ただいま議員から具体的な体験についてお話

がございました。安心して暮らしていくための

様々な制度のさらなる充実を図っていくこと、

改めてその重要性を認識したところでありま

す。 

 少子高齢化の急激な進展や物価高騰など、社

会情勢が大きく変化する中、将来にわたって社

会保障制度を持続可能なものとするためには、

多様な就労・社会参加の促進や健康寿命の延伸
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のほか、医療・福祉サービスにおける生産性の

向上など、様々な取組を進めていく必要があり

ます。 

 また、その運営には安定的な財源が不可欠で

あることから、私は全国知事会の地方税財政常

任委員長として、地方が必要な住民サービスを

十分かつ安定的に提供できるよう、社会保障に

係る財源の確保を国に対し強く求めているとこ

ろであります。 

 今後とも、誰もが生涯にわたり安心して暮ら

せる社会を築いていくため、社会保障制度を

しっかりと維持・充実していくこと、その必要

性を痛感しております。以上であります。〔降壇〕 

○脇谷のりこ議員 先ほど知事もおっしゃった

ように、地方消費税は社会保障を守る大切な財

源ですから、石破総理のおっしゃる安易な減税

はしないということを支持したいと思います。

今後も地方のために、恒久的な財源確保を国に

要望していただくよう、よろしくお願いいたし

ます。 

 さて、少子高齢化が進み、社会保障制度を取

り巻く環境も大きく変化しています。これまで

のように誰かが守ってくれるものではなく、私

たち一人一人が自分事として考え、備える時代

に入っています。だからこそ、若い頃からライ

フプランや金融について学ぶことが重要だと思

います。 

 そこで、若者のためのライフプランの学習や

金融教育の重要性について、どのように認識し

ておられるのか、また、学校における取組につ

いて、教育長にお伺いします。 

○教育長（吉村達也君） 社会経済情勢が刻々

と変わり、先行きが見通せない中、成年年齢が

18歳に引き下げられたこともあり、ライフプラ

ンや金融の学習は大変重要になっていると考え

ております。 

 このため、高校の家庭科の授業において、生

徒一人一人に将来設計を描かせ、就職・結婚・

出産・住宅取得など、ライフイベントごとに考

えなければならないことを認識させています。 

 あわせて、今後、社会の一員として負担すべ

き税金や保険料、また、金銭契約などの基礎知

識に加え、金融機関や生命保険会社の社員から

直接、生涯を通して必要となる経費や資産形

成、消費者トラブルなども学んでおります。 

○脇谷のりこ議員 ありがとうございます。社

会保障制度の仕組みを知っているかどうかで、

本当に必要な支援を受けられるかどうかが決

まってしまいます。だからこそ、若いうちに正

しい知識を身につけ、将来の生活設計ができる

ように、学校での学び、そして外部講師などに

具体的な指導をお願いしながらサポートしてい

ただくようお願いいたします。 

 今回、母の施設を探す中で、大きな課題だっ

たのが介護人材の不足です。幾つかの施設が人

手不足のため閉鎖されようとしていました。 

 先ほどの部長の答弁にもありましたように、

本当に閉鎖されようとしている施設に行ったん

です。ある医療法人は、３つあるグループホー

ムを１つにまとめる決断を、またある施設は、

人手不足で短期入所の受入れを断っておられま

した。 

 今後、団塊世代が後期高齢者になる2025年問

題が本格化すれば、介護の担い手不足はさらに

深刻になります。こういった介護人材不足の要

因は何でしょうか、福祉保健部長にお伺いしま

す。 

○福祉保健部長（小牧直裕君） 県では、令和

８年度に約2,600人の介護人材が不足すると推

計しており、介護人材の確保は喫緊の課題であ

- 153 -



令和７年６月16日(月) 

 

ります。 

 介護人材不足の要因としては、高齢化がさら

に進展する一方、生産年齢人口が減少すると

いった人口構造の変化や、介護のイメージの変

革が追いついていないこと、賃金が他産業と比

較して低いことなどがあると考えております。 

○脇谷のりこ議員 分かりました。 

ある介護士さんからの声です。高齢の利用者

さんから、お風呂に入れようとすると、たたか

れたりひっかかれたりして、毎日傷が絶えな

い。人手不足のため、職員さん同士のフォロー

体制もなく、疲弊しているとのことでした。 

 介護職員の離職を防ぐためには、職場環境の

改善が重要だと考えますが、県ではどのように

取り組んでいるのか、福祉保健部長にお伺いし

ます。 

○福祉保健部長（小牧直裕君） 国の調査にお

いては、介護職員の主な離職理由として、職場

の人間関係や、事業所等の運営の在り方への不

満などが上位に挙げられております。 

 このため県では、介護事業所の経営者や管理

者、リーダーなどを対象に、コミュニケーショ

ン能力の向上や、利用者やその家族からの暴力

や暴言といったカスタマーハラスメント対策な

ど、職場環境の改善に関するセミナーや研修会

を実施しております。 

 また、事業所を対象とした集団指導において

も、労働局と連携し、労使トラブルの防止や職

員の健康管理などについて説明を行っておりま

す。 

 今後とも、介護人材の確保・定着を促進する

ため、働きやすい職場づくりの推進に取り組ん

でまいります。 

○脇谷のりこ議員 ぜひお願いしたいと思いま

すけれども、職場環境を改善することも必要で

すが、やはり介護職員の賃金の低さも問題では

ないでしょうか。 

 昨年度、介護報酬の改定があったので、「給

料が上がったでしょうと一般の人から言われる

けれども、現場の給料はあまり変わらない」と

いう声があります。これは、介護報酬は介護事

業所に支払われる公的なお金で、公定価格で決

まっていますが、この介護報酬の中から、職員

の給料のほか、光熱費や備品代などを支払わな

ければならないため、介護報酬の増額がそのま

ま給与に反映されるとは限らないということで

す。 

 それでは、ここで、県内の全産業と比較し

て、介護職員の給料、賃金はどのような状況と

なっているのでしょうか、福祉保健部長にお伺

いします。 

○福祉保健部長（小牧直裕君） 厚生労働省が

実施した令和６年賃金構造基本統計調査では、

本県の全産業労働者の毎月給与額の平均28万

1,100円と比較して、福祉施設等介護職員は23

万6,800円となっており、４万4,300円低い状況

となっております。 

 また、年間の賞与等の額は、全産業労働者の

平均が65万3,800円、福祉施設等介護職員は45

万3,600円であり、20万200円低い状況でありま

す。 

○脇谷のりこ議員 県内の全産業と比較して、

月額で４万円、ボーナスで20万円も低いという

ことですから、介護の仕事に就こうという人が

少ないのも分かります。 

 昨年度、国は介護職員等処遇改善加算の加算

率を引き上げて賃金アップを促していますが、

事業所によって支給の割合や内容に差がありま

す。 

 先日、介護職員の方にお伺いしましたら、
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ボーナスが年々減ってきている、事業所からは

赤字だから仕方がないという説明を受けて、モ

チベーションも下がってきているとのことで

す。 

 それでは、介護事業所の処遇改善加算の取得

状況と、さらなる取得促進のための県の取組に

ついて、福祉保健部長にお伺いします。 

○福祉保健部長（小牧直裕君） 処遇改善加算

は、事業者の判断により、柔軟な配分が認めら

れておりますが、その全額を介護職員等の賃金

改善に充てる必要があります。 

 本県では、今年の４月１日現在、対象となる

1,923事業所のうち89.3％がこの加算を取得し

ており、取得していない事業者からは、事務手

続の負担や、要件を満たすことが難しいといっ

た声を伺っております。 

 このため県では、介護事業所を対象とした研

修会の開催や、社会保険労務士を派遣し、加算

の要件に必要な賃金体系や昇給の仕組みの整備

に係る助言などを行っております。 

 介護人材確保のためには、職員の処遇改善が

重要でありますので、今後とも処遇改善加算の

取得促進に努めてまいります。 

○脇谷のりこ議員 ぜひ介護事業所への支援を

よろしくお願いします。その上で、国に対して

は、地方も物価高により賃金が上がらなくて、

介護士が疲弊しているため、そもそもの介護報

酬のさらなる増額を強く要望していただきたい

と思います。 

 続いては、病院の再編・統合についてであり

ます。 

 昨年の11月定例会において、地域医療構想の

病床機能の分化と連携について質問しました。

これは、７つの医療圏全てで急性期病床が必要

量より過剰で、回復期病床が不足している現状

であることを取り上げました。 

 それを受けて県からは、急性期から回復期へ

の病床転換のため、施設整備費用の補助などに

取り組んでいくことを御答弁いただきました。 

 国はこの６月補正で、医療機関への緊急支援

パッケージとして、病床数の適正化や施設整備

等への補助金を出してきました。これは、全国

の医療機関が急激な経営悪化で医療機能が崩壊

しかねないとの危機感から来たものです。 

 国庫補助を受けて県は、約17億円の緊急支援

事業を予算化しています。この補助金は、厳し

い経営状況の医療機関にとって一定の助けには

なりますが、あくまで短期的な措置にすぎない

と私は思っています。 

 今、県内の地域医療は、人口減少と高齢化が

加速する中、高齢患者の増加や医療の担い手不

足に加え、資材や人件費の高騰が続いており、

病院経営も一段と厳しくなっています。 

 県においては、それぞれの地域において、病

床機能の分化・連携や医療機関同士の役割分担

を進め、地域医療構想の推進に取り組まれてい

るようですが、もはや病院単体で人材の確保や

経費削減を行いながら病院経営を続けていくこ

とは、非常に困難な時代になってきています。 

 そこで、本県の地域医療構想を確実に進めて

いくためには、これまでの機能分化・連携の取

組に加えて、病院の再編・統合といった議論も

必要になってくるのではないかと思いますが、

県の考えを福祉保健部長にお伺いします。 

○福祉保健部長（小牧直裕君） 人口減少に伴

う患者数の減少や、医療従事者の確保が困難で

あることを考慮しますと、医療提供体制を維持

するためには、病院の再編・統合についても議

論が必要であると考えております。 

 病院の再編・統合は、専門医や看護師等の集

- 155 -



令和７年６月16日(月) 

 

約による診療機能の充実をはじめ、病床の最適

化や資材の共同購入による経営の効率化など、

様々なメリットがある一方で、地域住民の医療

へのアクセス等の課題もあり、その検討に当

たっては、地域に与える影響に十分配慮しなが

ら、慎重に進める必要がございます。 

 来年度、県では、2040年を見据えた新たな地

域医療構想の策定を行うこととしておりますの

で、地域医療構想調整会議等の場を活用しなが

ら、しっかりと議論を展開してまいります。 

○脇谷のりこ議員 地域医療構想アドバイザー

の金丸吉昌先生にお話をお伺いしましたら、次

の地域医療構想は「かかりつけ機能を面で発揮

する」というテーマになるそうです。 

 かかりつけ医というと、かかりつけの病院を

１つ持つイメージがありますが、これからの時

代は、１つの医療機関ではなく、地域の病院や

訪問看護、介護事業所などとネットワークを組

み、チームで住民を支えていく、つまり面で支

えていくという意味です。 

 金丸先生は、美郷町の地域包括医療局総院長

だったときに、南郷診療所を無床に―ベッド

をなくしたということですね、北郷診療所を半

日診療に、そして入院や救急は拠点となる西郷

病院に集約され、３つあった公立病院の機能を

再編されました。これからの地域医療は、機能

の分化と連携が重要だとおっしゃっていまし

た。今までの県の取組を大変評価されていま

す。 

 今後、再編・統合するためにも、年数がかか

ることを踏まえ、さらなる予算措置が必要かと

思いますので、国に対しても強く要望していた

だくようお願いいたします。 

 続いて、放課後児童クラブの待機児童解消に

ついてです。 

 ４月になると、「放課後児童クラブに通って

いた子供が小学校３年生になった途端、断られ

た。これはどういうことなんだ」という、お母

さんやおじいちゃんからのお叱りの電話をいた

だきます。 

 今年２月議会で日高博之議員も一般質問され

ましたが、令和５年は県内７自治体で262人

だった待機児童が、令和６年には県内５自治体

で389人に増加しました。特に宮崎市において

は、令和５年に159人から令和６年には173人と

増加しており、多くの待機児童が存在し、その

解消が喫緊の課題となっています。 

 国は、放課後児童対策パッケージ2025を策定

し、場の確保、人材の確保、適切な利用調整の

推進に加え、夏休み期間中の開所の支援も拡充

しています。あらゆる支援策をしているようで

すが、県でもなかなか待機児童が減らない現状

です。 

 それでは、待機児童が発生している要因とそ

の解消に向けた県の取組について、福祉保健部

長にお伺いします。 

○福祉保健部長（小牧直裕君） 待機児童の発

生要因としては、共働き・共育て世帯の増加に

伴い、利用希望者が増える一方、人材や場所の

確保などの面で、放課後児童クラブの新たな整

備が進んでいないことがあると考えておりま

す。 

 このため県では、待機児童の解消に向けて、

放課後児童支援員等の処遇改善や、学校敷地外

の放課後児童クラブを利用する児童の送迎に取

り組む市町村に支援を行っております。 

 さらには、今年度から、保育士・保育所支援

センターにおいて、放課後児童クラブの支援員

等の確保に対し支援を行うとともに、本県独自

の取組として、市町村と連携し、国の要件を満
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たさない居場所についても、放課後児童クラブ

と同様に確保を進めることとしております。 

○脇谷のりこ議員 今、御答弁にありました、

本県独自の放課後児童の居場所確保のための事

業について、その概要と現在の取組状況につい

て、福祉保健部長にお伺いします。 

○福祉保健部長（小牧直裕君） 放課後児童の

居場所の確保を目的とした本県独自の取組とし

て、今年度から放課後児童クラブ待機児童解消

加速化事業を実施しております。 

 この事業では、市町村に対し、放課後児童支

援員の配置基準や開所日数など、国が定める放

課後児童クラブの要件を満たさない小規模な居

場所等の確保や、当該居場所を利用する児童の

送迎に要する経費などを補助することとしてお

ります。 

 現在の取組状況としては、４月に全市町村に

対し事業内容の説明を行い、待機が発生する可

能性のある市町村と、活用の意向や設置の時

期、開所日数などについて協議を進めていると

ころであります。 

○脇谷のりこ議員 今のを補足しますと、放課

後児童クラブの待機児童を解消するには、場所

と人手の確保が一番難しいと市町村から言われ

ます。それは、保育士などの有資格者を置かな

ければならないとか、場所の要件・基準も決め

られていることなどが壁になっているからで

す。 

 そこで、こども家庭庁は緊急的な措置とし

て、有資格者でなくても専門スタッフの配置で

よく、場所は塾やスポーツクラブなどの既存の

施設でよいとして事業を展開していますが、補

助額が極端に少ないので、県が上乗せして

1,300万円の事業をつくってくれたということ

です。ありがとうございます。この事業をぜひ

市町村に使っていただくようお勧めいただきた

いと思います。 

 放課後の児童の居場所は、子供たちの安全・

安心な居場所であると同時に、共働き世帯に

とって重要な子育て支援策です。 

 私は夫の実家が近かったからこそ、放課後に

子供を見てもらえましたが、実家が遠かったり

面倒を見てくれる人がいない場合は、児童クラ

ブに入れないと正規社員で働くこともままなり

ません。その役割が女性に偏ってしまうので

す。 

 県は「日本一生み育てやすい県」を目指して

いますが、その実現に向けて、どのような考え

で取り組んでいかれるのか、知事にお伺いしま

す。 

○知事（河野俊嗣君） 「日本一生み育てやす

い県」を実現するためには、多くの県民の皆様

が感じておられます子育てに関する不安や負担

を着実に取り除くことが重要であると考えてお

ります。 

 昨年度、県が実施した結婚・子育て意識調査

でも、約７割の方が子育てに関する不安や負担

を感じており、その理由として、多くの方が

「子育てにお金がかかる」ことや「仕事と子育

ての両立が難しい」ことを挙げておられます。 

 このような現状を踏まえ、今年度から新た

に、市町村と連携し、国に先んじて実施します

第２子保育料のさらなる負担軽減や、放課後児

童クラブの待機児童解消に向けた子供の居場所

の確保に取り組むこととしたところでありま

す。 

 こうした取組を進め、県民の皆様に、安心し

て子供を産むことができ、子育てが楽しいと感

じていただけるよう、子ども・若者プロジェク

トを全力で推進してまいります。 
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○脇谷のりこ議員 ぜひお願いいたします。第

２子をつくろうと思うためには、第１子の子育

てに苦労するとなかなか踏み出せません。ぜひ

とも県独自のプロジェクトを強力に推進してい

ただくよう、よろしくお願いします。 

 続いて、米高騰による学校給食への影響につ

いてお伺いします。 

 先ほども前屋敷議員がお聞きになりましたけ

れども、私は宮崎県学校給食会からの声をお届

けします。 

 現在、宮崎県学校給食会では、米の卸業者か

ら一括して県内の給食用の米を調達しているそ

うです。この米高騰の中、10キロ5,850円とい

う九州でも最安値で取引されているそうです。

卸業者も学校給食会も両方が赤字となり、悲鳴

を上げておられます。 

 「備蓄米は？」と聞きますと、量が確保でき

ないことと、古古米などになると臭いなどに敏

感な子供たちに影響があるとのことで、やはり

安心・安全で安定的に供給できる宮崎米を提供

されています。 

 先ほど前屋敷議員に対する答弁でもありまし

たが、今年４月には、23市町村が給食費１食当

たり10円から70円の値上げを行っています。国

の重点支援地方交付金を使って、無償化あるい

は一部無償化を実施している市町村は、その値

上げ分も補正予算を組んで補塡しています。市

町村からは、県からも支援をいただきたいとい

う声があります。 

 給食費の高騰について、県としてどう対応す

るのか、教育長にお伺いします。 

○教育長（吉村達也君） 議員御指摘のとお

り、物価高騰の影響を受け、今年度、県内26市

町村中23の市町村において、また特別支援学校

など県立学校におきましても、15校中13校にお

いて、給食費が値上げされております。 

 なお、小中学校の給食費につきましては、ほ

とんどの市町村が、地域の実情に応じて、値上

げ分も含め、全額または一部負担を行っており

ます。また、県立学校におきましても、国の交

付金を活用し、県が一部負担しております。 

 県教育委員会としましては、国の無償化に関

する動きを注視するとともに、保護者や市町村

の負担軽減が図られるよう、市町村担当者会議

等において、食材の選定や献立の工夫など、学

校給食の在り方について協議していくこととし

ております。 

○脇谷のりこ議員 つまりは、特別支援学校な

どの県立学校は県が一部補助していますが、市

町村は独自でやってくれということですね。 

 国は、来年４月から小学校の給食費の全国一

律無償化を実施することになっており、とても

喜んだのですが、現時点では、はっきりとした

財源を示しておりません。 

 調べてみますと、国が基準額までを補助し、

実際の給食費と基準額との差額は、各自治体が

負担することになるのではとの話もあります。

そうなると、自治体ごとの財政力や政治判断に

よって、ばらつき、地域格差が今までよりさら

に拡大すると思われます。 

 知事は、この給食費無償化の財源確保につい

て、どのようなお考えでしょうか、御見解をお

伺いします。 

○知事（河野俊嗣君） 学校給食費に係る保護

者の経済的負担は大きく、給食費の無償化につ

きましては、子育て世帯への支援や少子化対策

の観点から、意義あるものと考えております。 

 現在、国におきましては、来年４月からの小

学校での無償化の実施に向け、国と地方の財政

負担や、既に無償化されている経済的困窮世帯
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を含め一律な措置となることの妥当性、また、

食物アレルギー等により給食を食べていないな

ど、児童生徒間の公平性等の課題を踏まえ、制

度設計が検討されております。 

 県としましては、全国知事会を通し、実施に

必要な恒久的な財源を確保すること、財政力に

よる地域間格差が生じないこと、地方財政措置

の在り方、具体的な実施スケジュールなど、地

方の実情を踏まえた制度となるよう引き続き要

望してまいります。 

○脇谷のりこ議員 給食費の財源については、

２つ要望があります。１つは、国に対して、今

おっしゃったように、全ての子供がひとしく安

心して給食を受けられるよう、恒久的な財源を

確保するよう求めていただくこと、そして２つ

目は、県に対して、国からの重点支援地方交付

金を使って、市町村に対して何らかの支援メ

ニューをつくっていただきたいのです。 

 この５月に国からの重点支援地方交付金が追

加されたのですが、予算額は1,000億円、昨年

は1.1兆円ですから10分の1です。宮崎県には約

８億7,000万円、市町村分は約５億5,000万円分

の配分となっています。 

 現在、給食費無償化をしている市町村は、こ

の重点支援地方交付金や一般財源を使ってお

り、給食費値上げ分も賄っています。市町村に

とっては大きな財政負担になっています。 

 先ほど、放課後児童クラブの待機児童解消の

ための事業がありましたが、あれは、国が行っ

ている補助事業に県が独自で上乗せする形で、

市町村向けに事業を組んでいます。ですから、

給食費についても、何らかの形で、県の重点支

援地方交付金を使って、全市町村に対する支援

メニューをつくっていただくよう要望いたしま

す。以上２点、よろしくお願いいたします。 

 続いて、芸術文化推進についてです。 

 皆様、今年で30回目を迎え、様々な記念公演

が催された宮崎国際音楽祭に行かれたでしょう

か。私は最終日の第九を聞きに行きましたが、

演奏はもちろんのこと、合唱との調和に会場全

体が歓喜の渦に包まれて、「すばらしい」の一

言でした。ほかの方に聞くと、前日のブラーム

スもよかったとのことですが、知事ももちろん

行かれたと思います。 

 それでは、30回目の節目を迎えた宮崎国際音

楽祭について、これまでの総括と今後どのよう

な音楽祭を目指していかれるのか、知事にお伺

いします。 

○知事（河野俊嗣君） 今年の宮崎国際音楽祭

は、リニューアルオープンしたメディキット県

民文化センターをメイン会場として、世界で活

躍する若手バイオリニストの三浦文彰氏を新た

に音楽監督に迎え、これまでの伝統を引き継ぎ

ながらも、一方では、ＡＩ技術を活用した映像

との共演など、新たな要素が加えられた、30回

の節目にふさわしい、そして将来につながる音

楽祭になったと感じております。 

 この音楽祭のこれまでの蓄積、そして一定の

成功というものは、やはり県立芸術劇場トップ

クラスの音響効果を備えたホールをはじめとす

るハード施設を整備したことと併せて、長年に

わたり音楽監督として御尽力いただいた徳永二

男氏や青木賢児さんによりまして、世界的なバ

イオリニスト、アイザック・スターン氏の招聘

に成功したこと、そのことによる芸術文化の振

興に向けて、ハード・ソフト両面にわたって太

い軸を築くことができたものと考えておりま

す。 

 そして、国内外の一流の演奏家をお招きし

て、宮崎でしか味わうことのできない特別な演
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奏会を開催するとともに、キャラバン・コン

サートなど多彩なプログラムを県内各地で実施

することで、広く県民に定着してきたものと認

識しております。 

 今後とも、世界トップクラスの演奏家が集う

アジアを代表する音楽祭として、多くの県民の

皆様に、より大きな喜びと感動を届け、そして

愛されるよう、関係者の皆様の御理解と御協力

をいただきながら、本県の重要な文化資産であ

る音楽祭の発展にしっかり取り組んでまいりま

す。 

○脇谷のりこ議員 ありがとうございます。 

 続いて、宮崎県立美術館ですが、国際音楽祭

と同じ、ちょうど今年は開館30周年という節目

を迎えます。県立美術館は、多くの貴重な美術

品を収蔵し、魅力的な展覧会を開催し、長年、

県民に親しまれてきました。 

 そこで、30周年を記念して、今後の１年間に

どのような企画や記念行事を計画し、県民に美

術館の魅力を改めて感じてもらうための取組を

行っていくのか、教育長にお伺いします。 

○教育長（吉村達也君） 天岩戸をイメージし

て建築された県立美術館は、県民に親しまれる

開かれた美術館として、今年、開館30周年を迎

えます。美術館を訪れたことのない方にも来館

いただきたいとの思いから、様々な企画を準備

しています。 

 ７月にはダリ、10月にはモネ、ルノワールな

ど、美術史に名を刻む巨匠たちの作品による記

念特別展、また、県立美術館の人気の高い収蔵

作品を展示する記念コレクション展を開催しま

す。 

 また、10月には記念式典、さらに11月には、

美術を主題としたベストセラー作家の原田マハ

氏の記念講演会を予定しています。 

 これらのイベントを通して、県民が芸術文化

に触れる機会の創出に一層取り組んでまいりま

す。 

○脇谷のりこ議員 本当に楽しみにしていま

す。 

 昨年、約70年ぶりに博物館法が改正されまし

た。改正のポイントは、「地域社会との連携の

強化」「地域の観光やまちづくりへの貢献」

「デジタル技術の活用」「多様な人材の育成」

といった新たな方向性が盛り込まれ、これまで

以上に地域に開かれた美術館、博物館が求めら

れています。 

 それではまず、美術館、博物館における地域

との連携の取組について、教育長にお伺いしま

す。 

○教育長（吉村達也君） 県立美術館及び県総

合博物館では、それぞれ身近に感じ、魅力を

知ってもらうために、地域との連携に取り組ん

でおります。 

 県立美術館では、学校や福祉団体などと連携

した作品鑑賞や発表、また、市町村との連携に

よる所蔵作品の地域での展示、いわゆるタビビ

を実施しております。 

 県総合博物館では、福祉施設との連携によ

り、認知症治療の一環として、展示資料を活用

し思い出を楽しく語ってもらう回想法の取組

や、民間団体と連携した昔話公演や神楽体験な

ど、民家園を活用して開催しています。 

 今後もこれらの取組に加え、観光資源として

の魅力も高めるなど、地域の活力向上に一層取

り組んでまいります。 

○脇谷のりこ議員 旅する美術館、略してタビ

ビという名前は初めて聞きましたが、収蔵作品

の展覧会を県内各地で開催する移動美術館は、

毎年、地域の方に喜ばれているそうですね。今
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年は串間市と川南町で開催の予定ですので、地

域の方が多く足を運ばれるように、広報もしっ

かりとお願いしたいと思います。 

 また、博物館が行っている高齢者を対象にし

た回想法は、収蔵品を活用して思い出を楽しく

語ってもらうことで高齢者に安らぎを与える活

動で、10年も続けておられます。すばらしい取

組を今後も続けてください。 

 今回の博物館法改正では、「資料のデジタル

化と公開」が努力義務として位置づけられてい

ます。近年では、オンライン上での鑑賞機会の

提供やデジタルアーカイブの重要性が増してお

り、特に若年層や遠方にお住まいの方々にとっ

て、芸術文化が身近に感じられる取組となって

います。 

 それでは、美術館、博物館におけるデジタル

アーカイブ化の取組について、教育長にお伺い

します。 

○教育長（吉村達也君） 両館では、デジタル

化及びデータベース化を図ることで、展示物や

収蔵物の情報管理の効率化が進んでおります。 

 また、それらをインターネット上で公開して

おり、県民の方々が、いつでも、どこでも気軽

に展示物等に触れることができることから、学

校での授業等でも活用が図られております。 

 引き続き、デジタルアーカイブ化を進め、魅

力発信に取り組んでまいります。 

○脇谷のりこ議員 両施設ともに開館から相当

な年数が経過しています。施設の老朽化が進ん

でいて、県立美術館においては、空調設備など

展示環境を支える設備の更新が喫緊の課題と

なっています。また、総合博物館でも、施設の

維持や民家園の保全が重要な課題となっていま

す。 

 両施設とも、県民にとっては文化的なよりど

ころであり、癒やしの場であり、子供たちには

教育・遊びの場でもあります。 

ですから、県民に親しまれるためには、より

よい展示環境が必要だと思いますが、美術館、

博物館の施設の老朽化への対応について、教育

長にお伺いします。 

○教育長（吉村達也君） 築30年が経過した県

立美術館は、空調設備の更新や照明のＬＥＤ化

などにより、展示環境の整備を優先しておりま

す。 

 また、築54年が経過した県総合博物館は、施

設及び設備全体の老朽化が著しいこともあり、

長寿命化の取組と並行して、今後の博物館の在

り方の検討も始めております。 

 両館とも、本県の芸術文化の拠点として、県

民にとって、より身近で安心して利用できる施

設となるよう、財源の確保に努め、計画的な整

備を行ってまいります。 

○脇谷のりこ議員 ぜひよろしくお願いいたし

ます。施設整備に加え、運営面においても、物

価高の影響もあり、展示や保存、施設維持にさ

らなる予算が必要です。今後も施設が安定的に

運営されるよう、予算措置をよろしくお願いい

たします。 

 続いて、スポーツキャンプの受入れについて

です。 

 本県は、温暖な気候や充実したスポーツ施

設、受入れ体制の手厚さが評価され、スポーツ

キャンプ・合宿の受入れ数が年々増加している

と、先日、県から発表されました。 

 そこで、令和６年度の県外からのスポーツ

キャンプの受入れ状況とその評価について、商

工観光労働部長にお伺いします。 

○商工観光労働部長（児玉浩明君） 令和６年

度の県外からのスポーツキャンプの受入れ実績
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については、コロナ禍からのＶ字回復が図ら

れ、参加人数が３万6,325人、合宿日数を掛け

合わせた延べ参加人数が20万8,457人と、いず

れも過去最高となっております。 

 これは、令和６年９月に県観光協会に設置し

た、プロ・アマチームからの問合せにワンス

トップで対応する「ひなたスポーツ観光ステー

ション」などの取組が着実に受入れ実績につな

がった結果であると考えております。 

 県といたしましては、引き続き、関係機関と

連携して誘致に取り組み、地域経済の活性化、

観光振興などの好循環につなげてまいりたいと

考えております。 

○脇谷のりこ議員 過去最高ということで、大

変うれしいですね。さらにスポーツキャンプを

通して観光消費を拡大させ、宮崎ファンをもっ

と多く増やすためには、シーズンオフの期間も

含めて、通年での受入れを推進する必要がある

と思います。 

 国スポ・障スポの施設もでき、国際大会の開

催が可能となるなど、今後、国スポ・障スポ施

設を活用したスポーツキャンプ受入れの通年化

に取り組んでいく必要があると考えますが、知

事の御見解をお伺いします。 

○知事（河野俊嗣君） ２年後の国スポ・障ス

ポは、大会の成功のみならず、スポーツランド

みやざきの将来につなげていくことが大事だと

考えておりまして、国スポ・障スポに向けて整

備した施設を活用し、年間を通じてスポーツ

キャンプや大規模な大会を誘致していくこと

は、本県が目指すスポーツによる地域経済の活

性化を実現していく上で、大変重要な取組であ

ると考えております。 

 このため県では、昨年度、県陸上競技場や県

体育館等の新施設に対応した４つの競技別誘致

部会を設置し、関係団体と連携した戦略的・計

画的な誘致に取り組んでいるところでありま

す。 

 このような取組によりまして、今年４月中旬

から１か月以上にわたり、本県で初となります

競泳韓国代表チームの合宿を受け入れたほか、

来年12月には、テニスのデビスカップ日本代表

の合宿が決定するなど、受入れが集中する春季

キャンプ期間以外での新たな合宿の受入れなど

の成果につながっております。 

 県といたしましては、今後も、県内各地の国

スポ・障スポ施設を活用した誘致に積極的に取

り組み、スポーツキャンプ受入れの通年化を

図ってまいります。 

○脇谷のりこ議員 すばらしいですね。一年を

通してスポーツキャンプの受入れは、経済効果

はもちろん、宮崎の魅力やブランド力を全国・

世界に発信し、新たなファンの輪を広げてくれ

ます。これからも県民一丸となって宮崎を盛り

上げていきましょう。 

 続いて、東九州新幹線についてです。 

 ある宮崎市民の方から、東九州新幹線につい

てお電話をいただきました。この方は、若いと

きに新幹線の運行システムのお仕事をされてい

た方だそうです。 

 御意見の内容は、将来的に若者が県外に出て

いっても、身近にふるさと、郷土を感じること

ができるのが「新幹線ですぐに帰れる」という

ことではないか。そういった地元に基盤をつ

くってあげるためにも新幹線は必要である。ま

た、宮崎の新鮮な農産物などを新幹線に載せて

中央に運んでいくことで物流対策にもなる。 

新幹線を考えたときに、東九州新幹線日豊本

線ルートが一番理にかなっている。それは、基

本計画路線に決定されたこともあるが、やはり
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延岡といえば大きな企業があり、その重要度は

大きい。よって、立地的に便利にしてあげるべ

きだ。都城は、高速が近い、飛行場も近い、志

布志道路もできたと大変便利になったので、延

岡と宮崎、さらに都城とつなげることが一番よ

いルートである。そのためにも大分と強力にタ

イアップしてほしい。ぜひとも新幹線をつくる

ために、河野知事にハッパをかけてくれとのこ

とでした。 

 今年１月に大分県と宮崎県で同時にシンポジ

ウムがあり、私は大分県のほうに行ってみまし

たが、大分県はとても熱量が高く、特に、知事

が先頭に立って様々な取組を積極的にされてい

ると感じました。 

 それでは、東九州新幹線整備実現に向け、大

分県をはじめとする関係団体との連携に対する

知事の考えをお伺いします。 

○知事（河野俊嗣君） 新幹線は、地域間の移

動時間を大幅に短縮させる高速輸送体系であり

まして、路線は県をまたいで広域にわたります

ことから、沿線地域が一体となって整備実現に

向けた取組を進めることが重要であります。 

 このため、東九州新幹線の早期整備の実現に

は、福岡、大分、鹿児島の沿線各県などと連携

し、国に力強く要望を続けることが不可欠であ

ると考えております。 

 今年１月には、沿線４県と北九州市で構成し

ます東九州新幹線鉄道建設促進期成会において

要望を行ったところでありますが、これは会長

である私が毎年要望しており、これまでは各県

事務方の参加が中心でありましたが、今回は副

会長である大分県の佐藤知事にも同席いただ

き、４県１市の代表者で国への合同要望を行っ

たところであります。 

 また、先月開催された九州地方知事会では、

東九州新幹線についても議論し、新しい新幹線

計画をさらに前に進めるためには、新幹線整備

の新たな財源を考える必要があるのではないか

と、そのような議論もする中で、新幹線施設の

貸付料算定の見直しや国際観光旅客税の活用に

ついて国へ提言することを決議したところであ

りまして、これまで以上に関係団体との連携を

深めながら、整備実現に向けた取組を進めてま

いります。 

○脇谷のりこ議員 今回、九州地方知事会が国

に提言した新幹線施設の貸付料算定の見直しや

国際観光旅客税、いわゆる出国税の活用です

が、これは、ＪＲが使い続ける施設の使用料を

しっかりと負担してもらうことや、空港で支払

う出国税を新幹線整備のための財源にしてほし

いというものです。こうした動きが早期の実現

に向けた大切な一歩だと思いますので、今回の

提言に大いに期待しています。どうぞよろしく

お願いします。 

 最後に、選択的夫婦別姓制度についてです。 

 令和２年11月定例会において一般質問したこ

とで、ある知り合いの男性からお手紙が来まし

た。内容は、「あなたの考えは間違っている。

あなたが依拠しているデータは内閣府によって

意図的に捏造されたものである。考え方を変え

なければ私は一生をかけて戦う」と書いてあり

ました。この「戦う」という言葉に議論の余地

はないと思い、反論しませんでした。 

 するとつい最近は、「あれから数年たち、私

の主張は多くの人の見方と一致しており、修正

の要を認めません。あなたから何の反応もない

ので、私の言い分を理解されたのか知る由もあ

りませんが、あなたは人間としておかしい」と

いうメッセージが来ました。 

 役職のある方からそのような言葉で人間性を
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も否定されるのであれば、この選択的夫婦別姓

について、今後、議会で取り上げることはやめ

ようと思いましたが、制度について様々な意見

があるのは当然であり、一方的に考え方を変え

ようとすることは民主主義に反していると思

い、再度取り上げさせていただきます。 

 結婚するためには、どちらかが改姓しなけれ

ば婚姻が成立しないと法律にあります。それが

約94％の女性の改姓に至っているわけです。 

 私は結婚当初から旧姓使用をしていますが、

現在の旧姓使用だけだと、不動産の売買、ロー

ン契約、遺言や相続などの法的手続など、戸籍

名でしか認められません。ですから、どれだけ

社会で旧姓使用が広まっても、戸籍上の姓と一

致していなければ、法的な権利や義務を証明す

る場面では使えません。 

 令和２年の一般質問で、旧姓使用をしている

県の職員数をお聞きしましたが、現在ではどう

なっているのでしょうか。旧姓使用の取扱状況

と、知事部局、病院局、教育委員会における令

和２年度と現在の旧姓使用者数を、各部局まと

めて総務部長にお伺いします。 

○総務部長（田中克尚君） 職員の旧姓使用は

平成14年度から認めておりますが、国の取扱い

の拡充や女性活躍等の視点を踏まえ、令和３年

度に取扱いを見直しております。 

 具体的には、それまでは職員録や復命書な

ど、一部の文書等の使用に限定しておりました

が、見直し後は、辞令や債権・債務に係る文書

などの例外を除き、広く使用可能となっており

ます。 

 また、旧姓を使用している職員の人数は、以

前御質問いただきました令和２年10月末時点で

は、知事部局が55名、病院局が５名、教育委員

会事務局及び県立学校の教職員が26名であり、

令和７年５月末時点では、それぞれ77名、５

名、36名となっております。 

○脇谷のりこ議員 やはり旧姓使用の職員は増

えています。それだけ生まれたときからの名前

が自分のアイデンティティーになっているわけ

です。 

 うちの地域は日髙さんや児玉さんが多く、皆

さんが小さい頃から下の名前で呼んでおられま

す。つまりは、姓ではなく、子供の頃からなれ

親しみ、築いてきた信用や人間関係も、名前を

通じて結ばれているのではないでしょうか。 

 旧姓使用の拡大が法整備され、それによって

不都合さを感じる方がいなくなればそれでよい

ですが、グローバル社会において海外でも活躍

している女性にとって夫婦同姓義務が妨げに

なっているのであれば、選択的として夫婦別姓

を導入できるよう法整備が必要ではないかと思

います。それでは最後に、知事の御見解をお伺

いします。 

○知事（河野俊嗣君） 個人の活動や価値観が

多様化する中で、現在の夫婦同姓制度では、結

婚により改姓した人が、日常生活やキャリア形

成における不利益や、アイデンティティーの喪

失などにつながっているとの意見があります。 

 このため国においては、住民票やマイナン

バーカード、運転免許証等に旧姓併記を可能と

するなどの取組が進められており、県におきま

しても、先ほど総務部長が答弁しましたとお

り、職員の旧姓使用の運用を行っているところ

であります。 

 一方で、選択的夫婦別姓制度によって、家族

間で姓が異なることによる子供への影響や、家

族の一体感が失われることを懸念する声もある

など、国が実施する世論調査でも意見が分かれ

ておりますことから、その導入については、国
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会において丁寧に議論を積み重ねていく必要が

あるものと考えております。 

○脇谷のりこ議員 ぜひよろしくお願いいたし

ます。 

 以上で質問を終わります。（拍手） 

○日髙陽一副議長 以上で午前の質問は終わり

ます。 

 午後は１時再開、休憩いたします。 

   午前11時43分休憩 

 

午後１時０分再開 

○外山 衛議長 休憩前に引き続き会議を開き

ます。 

 次は、松本哲也議員。 

○松本哲也議員〔登壇〕（拍手） 皆様、こん

にちは。県民連合立憲、立憲民主党、松本哲也

でございます。 

 本日は傍聴にお越しいただきまして、ありが

とうございます。また今年度、市町村から県庁

に研修に来られている皆様方も、研修の一環と

して傍聴されていると伺っております。 

議会というのは必ず地方公共団体に置くこと

になっています。皆様方には今後、職員として

頑張っていただきながら、こういった場面で少

しでも皆様方のお役に立てるような質問ができ

るように、また、私に託していただきました皆

様方の思いをしっかり代弁できるように頑張っ

てまいりたいと思います。 

 当局におかれましても、このような場で、県

民の皆様、そして傍聴に来られた皆様方に直接

思いが伝わる、心に響く御答弁を期待しており

ます。よろしくお願いいたします。 

 今年は、戦後、そして被爆80年です。この年

の８月を前に、改めて、平和を希求し、訴えて

いかなければならないと強く思っております。 

 しかし、そのような中にも、今、ウクライナ

やガザ地区など世界中において紛争が絶えず、

また先日、イスラエルとイランが攻撃し合うと

いう状況に陥り、誰もが固唾をのんで見守って

いる状況ではないかと思います。突然の攻撃に

逃げることもできず命を落とす、または血を流

している人がいらっしゃる。人々が立ちすくむ

姿が映し出されるたびに心が痛み、残念でなら

ない、そのように感じております。 

 さらに、攻撃されたのが核関連施設と発表さ

れましたので、この施設において、核の濃縮が

どれほど進んでいたのか、まさに核兵器として

使用できるまでに至っていないのか、そのよう

なことを考えたとき、恐怖すら覚えました。一

たび放射能汚染となりますと、世界中に拡散し

てしまうのではないかと危惧しています。 

 80年前、広島と長崎に投下された原子爆弾

は、多くの方々の貴い命を奪いました。今もな

お、その被害に苦しんでおられる方がたくさん

いらっしゃいます。80年間、被爆者は、身体

的、精神的に苦しんでこられました。ある被害

者の方は、「誰も自分たちのような体にしては

いけない。自分たちで終わりにしなければなら

ない」、そうおっしゃいました。 

 知事にお尋ねいたします。今年、被爆80年を

迎えました。その年に当たり、改めて、平和に

対する知事の思いをお伺いいたします。 

 広島・長崎の原爆投下、被爆から80年が経過

し、県内の被爆者の方は、３月末現在で218名

と伺っております。その方々の平均年齢は88.2

歳、全国平均よりも少し高いと伺っています。 

 被爆者の方に限らず、高齢となりますと、体

がなかなか思うように動かない、体調が優れな

いといった日々を過ごされることが多くなって

きたのではないでしょうか。加えて、自動車の
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運転免許証が返納となりますと、買物や病院な

どの日常生活も大変だと考えます。 

 被爆者の方々に対する健康診断など、これま

でも実施されていると伺っていますが、年齢や

体調など様々な点を考慮したとき、さらなる支

援が必要ではないかと考えます。 

 県内の被爆者の方は、梅雨の中、また暑さが

厳しくなってくる中に、自らの思いを必死に伝

えるため、県内26市町村の自治体に伺って、今

年も平和を願い、戦争や被爆体験などの生の声

を伝えています。そして、８月９日に長崎へと

向かい、その再会を喜び、来年も必ず来ようね

と誓い合っているのです。いつまでも健康でい

ていただきたいと思います。私たちも、被爆者

の方々からまだまだたくさんの体験やその思い

をお聞きして、今後、その被爆の実相の継承に

努めていかなければなりません。 

 そこで、福祉保健部長にお尋ねいたします。

原爆被害者の方々の高齢化が進む中で、健康診

断やその移動手段の支援の在り方につきまして

お伺いいたします。 

 また、昨年９月の代表質問の際、「来年80年

の節目の年に平和を願う具体的な取組がなされ

ることを期待します」と結びました。私の提案

をさせていただきます。 

 このときの代表質問で、私の問いに知事は、

宮崎市内で開催されたヒロシマ・ナガサキ原爆

パネル展に出向かれたこと、「高校生による被

爆体験記の朗読や展示パネルの解説を拝聴し、

地元の高校生から説明を受けたことは大変感慨

深く、平和への思いがこうした形で宮崎の若い

世代につながっていることを実感でき、すばら

しい取組だと感じた。こうした体験の継承の在

り方ということで、大きな希望であり、勇気も

いただいた」とおっしゃっていただきました。 

 このパネル展を、例えば県庁の１階ロビーも

しくは防災庁舎で実施していただけないでしょ

うか。さらに言えば、県内の26市町村と共同

で、市役所や役場庁舎でも実施できないか。県

の総合庁舎でも結構です。また、県内に宮崎市

内と同様の商業スペースもあります。 

 被爆80年の今年、二度と悲劇を繰り返さない

ため、一人でも多くの県民の皆さんに御覧いた

だける場の提供、原爆パネル展を開催していた

だきたいと思います。 

 福祉保健部長にお尋ねします。県民の身近な

場所において、パネル展の開催が検討できない

でしょうか、お伺いいたします。 

 以上で壇上からの質問とし、後、質問席から

質問させていただきます。（拍手）〔降壇〕 

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。平和に対する思いについてであります。 

 先日、松本議員をはじめとする議員の皆様と

ともに、原爆被害者の会の方々とお話をする機

会をいただきました。そのとき、「命のある限

り次の世代へ被爆の経験を語り継いでいく。微

力ではあるが無力ではない」という強い思いを

直接お聞きしたところであります。改めて、皆

様の熱心な活動に対し、深く敬意を表するもの

であります。 

 幾多の困難を乗り越えてこられた方々の生の

声は非常に重く、こうした戦争による貴い犠牲

の上に、今の日本の平和と繁栄が築かれている

ことを決して忘れてはならないと、強く認識し

たところであります。 

 世界では紛争が絶えず、世界終末時計も過去

最短となる「残り89秒」を示しております。ウ

クライナ情勢、そして緊迫度を増す中東の情

勢、インド、パキスタンの対立など、大変厳し

い状況が続いており、世界の安全保障環境、今
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後の影響というものを憂慮しているところであ

ります。 

 先日、大阪・関西万博を訪れた各国の首脳

が、広島の平和記念資料館を訪れておられると

いう報道を目にしたところであります。この万

博が平和外交の貴重な機会になっているという

ことを強く感じたところであります。 

 被爆から80年を迎える今、この先の90年、

100年を見据えながら、戦争の記憶や平和の尊

さ、価値観が異なる他人を思いやることの大切

さを次の世代に伝えること、その重要性や必要

性がますます高まっているものと考えておりま

す。以上であります。〔降壇〕 

○福祉保健部長（小牧直裕君）〔登壇〕 お答

えします。 

 まず、被爆者の健康診断についてでありま

す。 

 被爆された方の健康診断会場までの移動につ

いては、これまで国の基準に基づき、交通費の

一部を支給しております。 

 また、本県では、定期健康診断を各保健所等

で実施しておりますが、被爆者同士の交流の機

会にもなっている状況を踏まえまして、会場に

集合する形を維持しながらも、受診しやすい環

境とするため、昨年度から会場を２か所増やし

て対応しております。 

 被爆された方の健康管理は大変重要でありま

すので、健康診断の実施の在り方については、

今後も関係者の御意見を伺いながら工夫してま

いります。 

 次に、パネル展についてであります。 

 県が実施するパネル展は、これまで宮崎市内

の商業施設等において開催し、原子爆弾による

惨状や被害を受けた方の写真等を展示するとと

もに、被害者の体験に基づく講話や中学・高校

生ボランティアによるパネルの解説等を行って

おります。 

 被爆80年の節目となる本年においては、会場

を増やし、県立図書館において、被爆体験の継

承や平和祈念を目的とした講演会を開催するこ

ととしております。 

 原子爆弾による悲惨な体験や平和の尊さを広

く県民に伝えていくことは大変重要であります

ので、今後もより多くの県民に展示資料に触れ

ていただけるよう、関係機関と協議しながら開

催地を検討してまいります。以上であります。

〔降壇〕 

○松本哲也議員 ありがとうございます。知事

からありました高校生の言葉、「微力ではある

が無力ではない」、まさに昨日、高校生平和大

使の結団式が行われて、そのような中で、北海

道の会が解散するようなことを高校生がコメン

トされておりました。 

 宮崎でも、中学生、高校生の方々が、いろん

なところで活躍しながら被爆の実相を継承さ

れ、今、一生懸命活動してくれております。

しっかりとつないでいきながら、私たちもでき

る支援に取り組まなければいけない。 

 今の御答弁の中にもありましたように、県に

おかれましても、様々な面で御支援を賜りなが

ら、平和、そして二度と核を使わない、核と人

類は共存できない、このことを強く求めていき

たいと思いますので、今後ともどうぞよろしく

お願い申し上げます。 

 それでは次に、今、知事には平和の思いをお

聞きしましたが、戦後80年を振り返るときに、

最悪の地上戦激戦地となった沖縄戦というもの

は、二度と戦争をしないためにも、その歴史を

しっかりと認識しておく必要があると私は考え

ます。 
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 今年、本土復帰53年を迎えた沖縄に先日伺い

ましたが、やはり米軍基地は沖縄県に大きな負

担を強いているというふうに私は感じたところ

です。 

 そのような中、平和の礎には今年343名の方

が刻銘されるという報道があり、そのうち200

名以上が戦艦大和の犠牲者ということで伺って

おります。 

 余談ですが、私の祖父は、大和とともに沖縄

に向かった矢矧の乗組員でありまして、やはり

撃破され、角材につかまり、海上に投げ出され

たところ、漂流中に救助されたということを直

接祖父から聞いたこともありました。ともすれ

ば平和の礎で祖父の名前を目にすることがあっ

たのかなと思うと、特別な思いで平和の礎に伺

いました。 

 そのようなことに限らず、多くの戦争にまつ

わる史実があります。語り継がれてきた証言が

ありますので、こういったことにつきまして

は、知事をはじめ、国などにおけるリーダーに

は、沖縄戦をはじめとした正しい歴史認識とい

うのを持っていただきたいと思いますし、そう

あるべきだと考えます。 

 知事に、沖縄戦に対する認識をお伺いしたい

と思います。 

○知事（河野俊嗣君） さきの大戦において、

沖縄は、国内最大の地上戦を経験し、20万人も

の方々が犠牲となり、筆舌に尽くし難い苦難を

経験されたものと承知しております。 

 私は以前、本県出身の戦没者を追悼するため

に建立されました「ひむかいの塔」をはじめ、

国立沖縄戦没者墓苑や平和の礎、沖縄平和祈念

資料館等を訪問する機会がありました。 

 沖縄の美しい空や海の青さとは対象的に、苛

烈を極めたさきの大戦の中で亡くなられた方々

の無念を思うとき、今なお、万感胸に迫るもの

があります。 

 今年秋の九州地方知事会、そして九州地域戦

略会議は沖縄で開催されます。戦後80年、そし

てあの沖縄戦から80年という節目の年に、経済

界や知事会のメンバーが沖縄に集うことの意味

というものをかみしめながら、しっかりとそれ

ぞれの役割、そして平和の尊さというものを改

めて確認し、これからも取組を進めてまいりた

いと考えております。 

 私としましては、沖縄戦で経験した戦争の惨

禍を二度と繰り返さないという強い決意の下、

決して風化させることなく次の世代に継承する

ことが重要であると認識しております。 

○松本哲也議員 ありがとうございます。将来

のリーダーとして活躍する若い人たちに期待す

るときに、広島や長崎、沖縄についてもしっか

りと学んでいただくことを願っております。 

 先ほどの沖縄訪問のとき、私も「ひむかいの

塔」に伺いました。非常にきれいに清掃が行き

届いておりまして、改めて、その場で恒久平和

を願い、手を合わさせていただきました。 

 また一方で、近くにある大分県の慰霊のとこ

ろを伺いますと、その一角に「大分県少年の

翼」という標柱がありまして、大分県では今も

小学生、中学生を沖縄のほうに派遣している、

そういう事業があるんだなと思ったときに、過

去に宮崎では少年の船という事業があったのを

思い出しました。 

 その中では、高校生、中学生が小学生を率い

て、立派に先輩として、班長として会を進めな

がら事業をしていく。そういった中に集団活動

のリーダー性を学んでいった。改めて、そうい

う事業を思い出しながら、沖縄において生の学

習をするということが非常に大事であったんだ
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ろうということを思いました。 

 そういう事業の復活を願いながらも、今こそ

そういう気がしておりました。沖縄の方から

も、「宮崎から多くの小学生、中学生が訪れる

ことを願います」というような声もお聞きした

ところでありました。 

 百聞は一見にしかずということで、教育長の

ほうにお尋ねしたいと思いますが、学校におい

て戦争や平和について深く考えさせる取組につ

いてお伺いいたします。 

○教育長（吉村達也君） 学校では、社会科な

どの各教科において、戦争や平和に対する理解

を深めさせる取組を実施しております。 

 さらに、探究活動や語り部の講話などを通

じ、平和の実現に向けて自分には何ができるの

か、主体的に考えさせる取組にもつなげており

ます。 

 また、広島、長崎、沖縄等への修学旅行にお

ける戦争関連施設の見学や戦争体験者の講話、

沖縄の子供たちとの交流活動等を通して、戦争

の悲惨さに触れるとともに、平和の尊さを実感

させる取組も実施しております。 

 今後も、子供たち一人一人が戦争や平和につ

いて真剣に向き合い、平和で民主的な社会のつ

くり手として行動できる人材の育成に努めてま

いります。 

○松本哲也議員 先日、テレビ報道で宮崎の波

島地区の報道を目にしました。沖縄からの疎開

の現状であるとか、いろんな訴えをされていた

のを目にしたところでありました。そういった

実態なども、現地でお話を語っていただく方、

今ではオンラインで沖縄とつなぐこともできま

すので、様々な面から工夫していただき、教育

活動で取り組んでいただくことをお願いしたい

と思います。 

 それでは、次に移りまして、国勢調査につい

てお尋ねいたします。 

 今年は５年に１度実施される国勢調査の年で

あります。大正９年に初めて国勢調査が実施さ

れて、今年で22回目であります。日本に住んで

いる全ての人と世帯を対象とした最も重要な統

計調査であります。 

 この国勢調査の結果は、国や地方公共団体の

行政施策における企画・立案の基礎数値として

用いられ、中でも、地方交付税の算定や人口減

少対策においては、我が国の将来推計人口の基

礎ともなり、大変重要な調査であると認識して

おります。 

 あらゆる分野の調査でありますから、特に正

確性が求められていることは言うまでもありま

せん。調査の実施に当たり、調査票の回収だと

か、そういったのを担う国勢調査員がいらっ

しゃいます。しかし近年、調査員の確保が厳し

い状況にあると伺っており、今回も実施に当た

り、県内の自治体からそのような声を伺ってい

ます。 

 総合政策部長に、県内における国勢調査員確

保の状況についてお尋ねします。 

○総合政策部長（川北正文君） 国勢調査を円

滑に進める上で、調査員は非常に重要な役割を

担っておりますが、近年では、プライバシー意

識の高まりや昼間に不在の世帯が増加するな

ど、調査員の活動環境は厳しさを増しており、

調査員の確保が課題となっております。 

 こうした中、各市町村においては、募集締切

りを７月14日に控え、現段階でも15市町村が募

集を継続しております。 

 なお、今回の国勢調査において、国は調査員

報酬の増額を行うとともに、オンライン回答率

の目標を50％に高め、調査票の回収や審査の件
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数を減らし、調査業務の軽減を図ることで、調

査員を確保しやすい環境づくりを行っておりま

す。 

○松本哲也議員 よろしくお願いいたします。

調査業務に加えまして、その事務負担の軽減も

重要でありますし、さらには、調査員の確保だ

けではなくて、県民の皆さんの国勢調査に対す

る協力意識を高めること、この広報活動が非常

に重要ではないかと考えます。 

 再度、総合政策部長に、国勢調査員の確保に

向けた県民への広報活動の実施状況についてお

伺いいたします。 

○総合政策部長（川北正文君） 国勢調査は５

年に１度行われる最も重要な統計調査であり、

県民への理解促進や調査員の必要性等を広く周

知していく必要があります。 

 調査員の確保に向けて、国では、インター

ネットでの募集動画の配信等が行われるととも

に、県においても、ホームページや公式ＳＮ

Ｓ、広報紙などによる募集を行っております。 

 また、市町村においても、ホームページや広

報紙などへの掲載のほか、自治会との連携や調

査員候補者のデータベース化など、様々な工夫

を講じております。 

 県といたしましては、今後とも、国、市町村

と連携して、調査員確保に全力で取り組んでま

いります。 

○松本哲也議員 調査の結果いかんでは、国や

地方自治体の将来を左右すると言っても過言で

はないと思います。民間企業においても活用さ

れておりますので、精度を高めていただき、市

町村とのさらなる連携によって円滑に実施され

ますことを期待しております。 

 次に移ります。防災・減災についてお尋ねい

たします。 

 国土交通省は令和３年に、全国の道の駅か

ら、都道府県の地域防災計画等で広域的な防災

拠点に位置づけられている道の駅を「防災道の

駅」として39か所選定し、広域防災拠点の役割

を果たすために、ハード・ソフト両面から重点

的な支援を行うこととしています。 

 今年５月、新たに延岡市の「道の駅北川はゆ

ま」を含む40か所の道の駅を防災道の駅として

追加選定し、合計79駅となりました。 

 防災道の駅は、能登半島地震において、広域

防災拠点として大きな役割を果たしたことなど

から、南海トラフ地震の発生確率が30年以内に

80％程度とされている中において、本県の北の

玄関口、加えて、高台に位置する「道の駅北川

はゆま」の選定には大きな期待をしています。 

 危機管理統括監にお尋ねいたします。「道の

駅北川はゆま」の地域防災計画上の位置づけ

と、防災道の駅としての期待される効果につい

てお伺いいたします。 

○危機管理統括監（津田君彦君） 「道の駅北

川はゆま」は、宮崎県地域防災計画において、

道路空間を利用した救援物資等の備蓄や集積の

拠点として位置づけられています。 

 また、国の「南海トラフ地震における具体的

な応急対策活動に関する計画」に基づく宮崎県

実施計画では、国土交通省の緊急災害対策派遣

隊、いわゆるＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの進出拠点と

して位置づけられています。 

 今回の防災道の駅への指定に伴い、災害時に

必要な機能や体制が整備されることで、大規模

災害時における救援活動や復旧・復興活動、ま

た、緊急物資の基地機能など、広域的な防災拠

点としてさらなる役割を果たすことが期待で

き、特に県北地域における円滑な応急対策活動

が可能になるものと考えております。 
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○松本哲也議員 ぜひ、国土交通省や延岡市と

一緒になりまして、周辺の整備など県の積極的

な関わりをお願いしておきたいと思います。 

 それでは、２月にも質問した点ではあるんで

すが、昨年10月21日から23日にかけて県内を

襲った線状降水帯の発生によって、雨が降るた

びに不安になるという相談を受けました。その

内容から砂防ダムについてお尋ねします。 

 線状降水帯により流出した土砂によって、河

川や海岸は汚濁し、流木などの漂着物が大量に

発生、また、道路が通行不能となり、孤立した

地域や自宅が被災した方など、多種多様な被害

の発生に悩まされました。 

 中山間地域は県内どこでも同様の状況にある

と考えます。避難するにもできず、体調が悪く

なるなど急病による救急搬送などが生じたとな

れば、命に関わる事態を招きます。土砂の流出

を防ぐ対策が強く求められていると考えます。 

 しかし、整備されている砂防ダムの現状は、

大量の土砂堆積が見られるようです。これでは

次の土砂流出を防げるのかと不安になったとい

う声をお聞きします。 

 県土整備部長にお尋ねいたします。砂防ダム

に堆積した土砂撤去の状況についてお伺いいた

します。 

○県土整備部長（桑畑正仁君） 砂防ダムは、

上流から流れてくる土砂や流木をためること

で、土石流の被害から下流の人家や道路などを

守る目的で設置しています。 

 また、砂防ダムに土砂が堆積しても、ダム上

流の河床の勾配が緩やかになり、地形が安定す

ることで、下流への土砂流出を軽減する効果が

あります。 

 一方で、土砂が著しく堆積すると、下流に土

砂が流出するおそれもあるため、台風や大雨の

後は直ちに点検を行い、必要に応じて堆積土砂

の撤去を行っており、昨年度は、延岡市の追内

川など９か所で撤去したところです。 

 今後とも、施設の点検や土砂の撤去を行い、

砂防ダムの適切な維持管理に努めてまいりま

す。 

○松本哲也議員 よろしくお願いいたします。 

災害危険箇所は県内に何か所も相当数あると

認識しておりますが、延岡市をはじめとして、

市町村からは、砂防ダムの整備を求める要望が

多くあるのではないかと思います。 

 一方で、新たな整備はもちろんですが、既設

の砂防ダムは建設から相当な年数が経過してい

るものもあると思われますので、耐用年数や老

朽化なども気になるところであります。 

 再度、県土整備部長に、砂防ダムの整備状況

や老朽化対策についてお伺いいたします。 

○県土整備部長（桑畑正仁君） 県では、土石

流の危険度や保全対象施設の状況、地元の要望

を踏まえ、優先度の高い箇所から砂防ダムの整

備を進めており、現在、延岡市のなが迫谷など

50か所で事業を実施しているところです。 

 また、老朽化対策につきましては、長期にわ

たり砂防ダムの機能を維持するため、長寿命化

計画に基づき、24か所で改築や補修などを行っ

ております。 

 今後とも、土砂災害対策を推進するため、今

月閣議決定された第１次国土強靱化実施中期計

画の予算も活用し、事業箇所の早期完成と危険

箇所の新規事業化に取り組んでまいります。 

○松本哲也議員 県民の皆さんの不安解消と安

心・安全のために、さらなる整備促進を要望い

たします。今月は土砂災害防止月間でもありま

すので、このような時期であることから、土砂

災害防止意識の普及活動推進とか警戒避難・情
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報伝達体制の確認など、さらに強化して、実施

していただくことも併せて要望させていただき

たいと思います。 

 それでは、先ほど少し触れました河川や海岸

への漂着物についてであります。 

 残念なことに、流木などの自然界のものに混

じり、プラスチックやペットボトルなどが多く

目につきます。災害時だけでなくて日常的にも

見られる、そういった状況であるかと思いま

す。 

 一たび海に漂着し、それが砕かれ、溶け出し

た後に、マイクロプラスチックとして大量に深

海底堆積物から発見されているようでございま

す。魚介類への影響も避けられず、2030年のＳ

ＤＧｓ目標達成を目指しておりますが、そのよ

うな観点からも、大きな後退になるのではない

かと受け止めます。 

 環境森林部長にお尋ねします。海岸に漂着し

たプラスチックごみの現状と県の取組について

お伺いいたします。 

○環境森林部長（長倉佐知子君） 県では、大

淀川と耳川の河口付近の２か所で、海岸漂着ご

みの実態調査を毎年度実施しており、傾向とし

ては、漂着物の５％程度がペットボトル等のプ

ラスチックごみとなっております。 

 また、その劣化等の状況から、多くは台風等

により河川を通じて流出したものと考えられま

す。 

 このため県では、河川の上流域も含めた発生

抑制対策として、市町村等と連携した監視パト

ロールや、海洋ごみを用いたアート作品の制作

など、環境教育を通じた児童生徒への啓発活動

を行っているほか、今年度から排出事業者向け

の啓発にも取り組むこととしております。 

 今後とも、海岸の良好な景観及び環境の保全

のため、海岸漂着ごみの発生抑制等に取り組ん

でまいります。 

○松本哲也議員 県内各地でサーフィンなども

有名になっておりますので、本当にきれいな海

岸を目にしていただきたいと思いますし、一方

では、マイクロプラとかナノプラと言われるも

のが人体にも影響があり、血液から検出された

という話も報告がありますので、発生抑制だけ

ではなくて、国に対しても、海洋プラスチック

汚染の対策、また実態の把握など、いろんな面

で働きかけていただきたいと思います。 

 それでは、次に参ります。医療関係支援につ

いてお尋ねいたします。 

 質問が午前にもありましたけれども、私は公

立病院等に限定して質問させていただきます

が、物価高騰が続く中にありまして、この影響

を受けて、医療機関の経営は、人件費や材料

費、また委託費用などが増大して大変厳しい状

況に置かれていると考えます。 

 令和６年の診療報酬改定の算定のときから、

さらに物価が上昇していることを考えますと、

次回の診療報酬改定の時期を待つことなく対策

を取るべきであると考えます。特に、救急や周

産期、小児医療といった重要な地域医療を支え

る公立病院の経営は、危機的状況に陥っている

と言えます。今後、国を挙げて様々な政策を動

員し、支援していく必要があると考えます。 

 総務部長に、県内の市町村立病院の最近の経

営状況についてお伺いいたします。 

○総務部長（田中克尚君） 本県の市町村立病

院は、全ての病院において一般会計からの繰入

金に依存しており、その上でなお、令和５年度

決算においては、13病院のうち８病院が赤字と

なっております。 

 このような中、各病院では、それぞれ公立病
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院経営強化プランを策定し、持続可能な地域医

療体制の確保に向け、必要な経営強化に取り組

んでおりますが、医療従事者の不足等に加え、

近年の人件費上昇や物価高騰等を背景に、引き

続き厳しい環境に置かれることが想定されま

す。 

 県としましては、今後とも、市町村立病院に

対し、経営強化プランの着実な遂行を促すとと

もに、収支両面からの経営改善に向け、個別に

助言を行うなど、関係部局等と連携を図りなが

ら支援してまいります。 

○松本哲也議員 それでは、県病院についてで

ございます。 

昨年度、県病院の経営改善を図るために、50

億円の貸付けに合わせて、日隈副知事をトップ

とする、チェック機能を有したプロジェクト

チームが立ち上がりました。その点検結果内容

につきましては、今後の議会で報告されると思

いますので、またそのときに改めてしっかりお

聞きしたいと思います。 

 しかし、県病院は県病院として、地域医療の

要、その機能を果たせるように、繰出基準の見

直しとか交付税の算定基準引上げなど、制度全

体の見直しを病院として強く求めるべきだと考

えます。 

 病院局長にお尋ねします。厳しい経営状況の

中、県病院が果たすべき役割と国への要望状況

についてお伺いいたします。 

○病院局長（ 村久人君） 県立病院の使命

は、全県あるいは地域の中核病院として、高度

で良質な医療を安定的に提供することです。 

 また、その経営は主に、診療報酬と、救急医

療や周産期医療などへの地方財政措置等を考慮

した一般会計繰入金により賄われています。 

 このような中、全国の病院が物価高騰等の影

響により、深刻な経営難に陥っており、本県で

も経営改善に取り組むことで赤字の抑制を図っ

ていますが、大変厳しい状況が続いています。 

 このため県では、先月、厚生労働省と総務省

に対し、診療報酬や地方財政措置の充実等につ

いて要望を行いました。 

 今後、全国知事会や公立病院の全国団体とも

連携を強化し、引き続き国に対して強く要望し

てまいります。 

○松本哲也議員 このような異常とも言えるよ

うな状況の中にあっては、ぜひとも財政当局と

も様々な協議が必要になると考えます。そのよ

うなことを考えていただきながら、持続可能な

地域医療のため、取組をよろしくお願いしたい

と思います。 

 それでは、次に移ります。今回、本県で初め

て開催されるツール・ド・九州2025大会につい

てお尋ねします。 

 本大会は、今年10月10日から13日にかけて開

催されます。中でも、13日のスポーツの日の宮

崎・大分ステージは、大会初の２県共同開催で

ありまして、今回そのコースが発表され、延岡

市役所前を10時にスタートし、山下新店街など

をパレード走行した後、国道388号に入る地点

から本格レースが展開され、日豊海岸を北上

し、ゴール地点の大分県佐伯市のさいき城山桜

ホールまでの約120キロということが分かりま

した。 

 私自身、楽しくて、先日、実際にこのコース

を自家用車で通ってまいりました。コースは国

道が基本なのかなと思いましたが、走ってみま

すと、大分県側は海岸線を走る時間が長いもの

の起伏に富んでおり、宮崎県側よりは心地よさ

そうなコースに感じました。これだったら県道

212号浦城東海線はコースにならなかったのだ

- 173 -



令和７年６月16日(月) 

 

ろうかと思いました。 

 また、県境の蒲北トンネル付近は、宮崎県側

の幅員が非常に狭く、路肩には段差があって未

舗装部分もあり、路面の凹凸なども宮崎県側の

ほうが多いような気がしました。また、沿線の

人家や、季節的に農繁期であることなどが気に

なりました。 

 パレード走行で盛り上げていただくことはす

ばらしいと思いましたが、延岡駅前を走行する

コースとの比較検討などはどうなっていたのだ

ろうかと、その理由に関心が高まったところで

す。 

 商工観光労働部長にお尋ねします。ツール・

ド・九州2025大会における県内コースをどのよ

うに設定されたのかお伺いいたします。 

○商工観光労働部長（児玉浩明君） 大会の県

内コースにつきましては、延岡市役所をスター

トし、快水浴場百選で特選に選ばれた下阿蘇

ビーチ等、延岡市の雄大な山々や海岸線を感じ

られる日豊海岸国定公園を北上するコースと

なっております。 

 コースの検討に当たりましては、レースの安

全性や交通事情のほか、地元の盛り上がりや観

戦のしやすさを踏まえ、延岡市や警察、大会事

務局などと協議を重ねまして、今回のコース設

定に至ったところでございます。 

 なお、レースの模様や観光地などの情報が国

内外に向けてライブ中継されることから、今回

のコースや延岡市の観光地の認知度向上が図ら

れるものと考えております。 

○松本哲也議員 大会には100名を超える選手

が参加されるようです。選手の歓迎体制や大会

を契機と捉えたイベントなどの関連する取組が

不可欠だと考えます。大会当日だけじゃなく

て、前日の取組など、大分・宮崎両県、そして

佐伯市と延岡市で協力した取組なども大変重要

です。 

 再度、商工観光労働部長に、大会を盛り上げ

るため、今後どのような取組を行うのかお尋ね

いたします。 

○商工観光労働部長（児玉浩明君） 本県と大

分県が共同で設立した推進委員会には、実動部

隊として、県や延岡市、観光協会、商工会議所

等で構成する機運醸成部会を設置しておりま

す。 

 部会では、大会の周知を図るため、県内各地

で開催される主要イベントでのブース出展や、

各種マスメディアやＳＮＳ等を活用した情報発

信に取り組むこととしております。 

 また、大会当日におきましては、スタート地

点である延岡市役所を中心に、ステージイベン

トの開催やパブリックビューイングの設置、飲

食ブースの出店などを検討しております。 

 県としましては、引き続き関係機関等と連携

し、多くの方に観戦してもらえるよう、本大会

に向けての機運醸成にしっかりと取り組んでま

いります。 

○松本哲也議員 先ほど道路事情にも触れまし

たが、参加選手に安全で快適に走っていただく

ためには、整備が必要だと感じました。 

 大分県は車椅子レースが毎年行われておりま

すし、愛媛県は自転車先進県の認知度を高める

取組などもあって、この２県は非常に道路が走

りやすいと高評価であると伺っています。 

 知事はトライアスロンが趣味と伺っておりま

す。自転車・バイクでは、特に路面の状態とい

うのは気になるところではないでしょうか。 

 大会の安全な運営は当然ですが、このような

大会開催を契機として、生活道路である道路改

良や舗装にも目を向けていただきたいと思いま
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す。 

 大会開催という観点から、商工観光労働部長

に、参加者が安全に道路を走行するために、ど

のように取り組んでいかれるのかお伺いいたし

ます。 

○商工観光労働部長（児玉浩明君） 安全な大

会運営を行うため、県や警察、消防機関、道路

管理者等で構成する競技・交通規制部会を設置

し、交通規制や警備などの安全対策を検討する

ほか、必要に応じて道路の補修なども行ってま

いります。 

 また、大会事務局が招聘した、ツール・ド・

フランスに出場経験もある大会競技ディレク

ターから、コースの安全性に関する助言をいた

だきながら、選手が安全に走行できる環境整備

に努めてまいります。 

○松本哲也議員 何点かお尋ねいたしまして、

私もさらに楽しみになってまいりました。 

 知事にお尋ねしたいと思います。ツール・

ド・九州を本県で開催することにつきまして、

知事の意気込みをお聞かせください。 

○知事（河野俊嗣君） 九州地域戦略会議にお

いて取り組んでおりますツール・ド・九州は、

九州ならではの自転車文化の醸成、サイクル

ツーリズムの推進等を目的に、令和５年度から

開催されている国際自転車ロードレースであり

ます。本県は、大会初となる大分県との共同開

催という形で、今年初めて参加することになり

ます。 

 今回、大会では、初めて商店街の中を通る

コースを設定しており、多くの方にレースを身

近に感じていただくとともに、祖母・傾・大崩

ユネスコエコパークに代表される雄大な自然や

日豊海岸沿いの美しい景観など、延岡市をはじ

めとした本県の魅力発信に努めてまいります。 

 また、ツール・ド・九州という名前も含めて

参考にしておりますツール・ド・フランスは、

1903年にスタートし、100年を超す歴史を刻む

ことで、今や世界三大スポーツイベントの一つ

とも言われている大変人気の大会になっている

ところでありまして、ツール・ド・九州も、

しっかりと歴史を刻んでいくこと、伝統も築い

ていくこと、そういう息の長い取組が必要であ

ろうかと考えております。 

 私自身も以前、ファンライドイベントではあ

りますが、ツール・ド・しまなみとかツール・

ド・秩父―埼玉県ですね―に参加したこと

があり、自転車を愛してやまない立場でありま

す。 

 九州地方知事会長及び戦略会議の共同議長と

して、この官民一体となったプロジェクトを強

力に推進するとともに、今大会を成功させ、国

内外に宮崎の魅力を発信し、その効果が本県の

サイクルツーリズムを含めたスポーツランドみ

やざきのさらなる推進につながるよう、積極的

に取り組んでまいります。 

○松本哲也議員 延岡市のスタート地点で、知

事がバイクに乗っている姿をちょっと想像して

みました。期待しております。 

 そのようなツール・ド・九州です。今回は県

北と大分県境ではございますが、県内各地でま

た開催されていくことなど、いろんな取組があ

ろうかと思います。今後ますますツール・ド・

九州が盛り上がっていくことを期待して、また

応援もさせていただきたいと思います。 

 次に移ります。部活動地域移行に関連した質

問を何点か教育長にお尋ねしたいと思います。 

 昨年、日本中学校体育連盟は、令和９年度以

降、全国中学校体育大会において、水泳やハン

ドボールなど９競技を取りやめる発表をしてい
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ます。 

 今回、宮崎ではパーソルアクアパーク宮崎の

利用が始まっておりますので、そういった意味

では、中学生に関してですが、水泳という競技

がなくなるのは残念ではあります。 

 また、ハンドボールは、今月29日に15回目の

開催となる宮崎チャレンジマッチの競技種目に

なっておりますし、延岡市の原希美さんは、東

京オリンピックのときの日本代表のキャプテン

を務められた。そういった方々もいらっしゃる

中で、９競技というのは非常に残念に思ってお

ります。 

 決定事項でありますけれども、その競技に励

んでいる中学生に、寂しさや悲しさがあっては

いけないと思いますので、大会での成績、出場

したいと目標を掲げている中学生のモチベー

ションの低下を避けていただきたいと思いま

す。 

 そのような中でお尋ねします。全国中学校体

育大会において、今後、取りやめになる競技に

ついて、県ではどのように取り扱うのでしょう

か、お伺いいたします。 

○教育長（吉村達也君） 全国中学校体育大会

につきましては、現在、20競技が開催されてお

りますが、昨年度の日本中学校体育連盟理事会

において、令和９年度以降、議員御指摘のとお

り、水泳競技やハンドボールなど９競技が取り

やめとなっており、そのうち、ソフトボールに

関しては、男子のみが取りやめの対象となって

おります。 

 この決定を受け、現在、教育委員会では、県

中学校体育連盟や競技団体等と連携を図り、九

州各県と、九州大会及び県大会について、今後

の方向性の検討を進めています。 

 引き続き、取りやめとなる競技に関わる生徒

がスポーツに対して意欲的に取り組むことがで

きるよう、幅広い活動機会の確保に努めてまい

ります。 

○松本哲也議員 ソフトボール男子は、国体な

んかで宮崎が優勝するような競技です。非常に

残念に思いますけれども、いろんなところでの

支援をまたお願いしたいと考えます。 

 部活動の地域移行を考えるときに、総合型ス

ポーツクラブとの関係が大事ではないかと思っ

ていたところです。地域によっては、指導者が

いないことで、なかなかクラブが浸透していな

い、設立が進んでいない理由ではないかとも考

えていたところです。 

 いつでも、誰でも、気軽に、いろんなスポー

ツを楽しむことができる環境整備は、長年にわ

たって望まれています。そのようなことから

も、地域の核として、総合型地域スポーツクラ

ブの果たす役割は大きいと考えます。 

 教育長に、総合型地域スポーツクラブの現状

と今後の課題についてお伺いいたします。 

○教育長（吉村達也君） 総合型地域スポーツ

クラブにつきましては、平成15年に県内初のク

ラブが設立され、現在32のクラブがあります。 

 クラブでは、あらゆる世代の方々を対象に、

会員のニーズに応じて、バドミントンなどのス

ポーツ教室や書道などの文化活動、世代間交流

を目的としたイベント活動等を行っておりま

す。 

 また、教育委員会においては、クラブの活動

の円滑な運営のために、指導者研修会の実施

や、スポーツ活動の拠点づくりとして、特別支

援学校や社会福祉施設等との調整など、側面的

な支援を行っております。 

 今後の課題としましては、会員数の減少や運

営財源の確保に加え、部活動の地域移行に対応
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する指導者の育成、また、市町村の積極的な関

与等があります。 

○松本哲也議員 もう一点、複数人によるチー

ムや団体競技となりますと、小規模校ではなか

なか入部したい部活動がない。さらにクラブ

チームともなりますと、活動費用も大きいの

で、このようなことからしますと、スポーツ、

部活動において格差が生じてきます。 

 優秀な選手ともなると、競技によっては、中

央においてトレーニングする環境が整っている

状況もありますが、このことは、スポーツにお

ける一極集中、格差が生じる状態ではないかと

思います。 

 部活動は、中学生の健全育成の観点からも、

また家庭の経済的負担面からも、大きな役割を

担っていると考えます。 

 最後に、生徒のスポーツ環境を今後どのよう

に整備していかれるのか、教育長にお伺いいた

します。 

○教育長（吉村達也君） 児童生徒数の減少に

より、学校で部活動を維持することが大変厳し

くなっております。 

 このため教育委員会では、近隣の学校とチー

ムを組む合同部活動や、一つの学校を拠点とし

て複数の学校がチームを組む、拠点校による部

活動を推進しており、教職員や部活動指導員、

外部指導者等とともに、地域連携に取り組んで

います。 

 また、市町村とも連携を図り、部活動を地域

クラブ活動等に移管し、地域全体で生徒の活動

を支援する、地域移行にも取り組んでいます。 

 教育委員会では、地域連携や地域移行の取組

を全県的に広く展開することで、生徒にとっ

て、よりよいスポーツ環境の確保に向けて取り

組んでまいります。 

○松本哲也議員 それでは、最後の課題です。

子供の居場所についてお尋ねします。 

 中学校を卒業した後、高校に進学しなかっ

た、または、進学したものの中途退学した子供

たちがいます。定時制、通信制に進学した子

供、義務教育が終了した後、どこにも属さない

未成年の子供たちもいます。県内にも、様々な

理由によって、同様の状況にある子供たちがい

るのではないでしょうか。 

 このような子供たちは、悩みがあるとき、ど

こに相談したらよいのか。そのようなとき、ど

こに居場所があるのか。学校であればいいので

すが、そんなことで悩んでほしくない。そうい

う悩みを誰でも相談できる居場所や体制が求め

られていると考えます。 

 まず福祉保健部長に、義務教育終了後に進学

や就職をしていない悩みを抱えた子供が、気軽

に相談できるような居場所や相談体制が重要で

あると考えますので、現在の県の取組について

お伺いいたします。 

○福祉保健部長（小牧直裕君） 県では、つな

がりの場づくり緊急支援事業により、こども食

堂や学習支援など、子供の居場所づくりに取り

組む団体の活動を支援しております。 

 また、県子ども・若者総合相談センター「わ

かば」では、様々な悩みを抱えた子供が気軽に

相談できるよう、電話や対面に限らず、メール

やＬＩＮＥでも相談を受け付け、関係機関と連

携して悩みの解決に取り組んでおります。 

 さらに、子供や子育て世帯への一体的な相談

支援を行うこども家庭センターの設置について

も、市町村に対する支援を行っております。 

 今後とも、子供たちが抱える悩みに寄り添っ

て解決できるよう、市町村等と連携して相談支

援体制の充実に努めてまいります。 
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○松本哲也議員 窓口が一本化されて、まずは

ここに連絡する。連絡すれば、そこから専門部

署に紹介していただくとか、身近な市町村にお

いて、すぐに対応してもらえる、そのような体

制の構築を期待しております。 

 では、高校に進学した場合について、不登校

となった生徒への相談体制はどのようになって

いるのか、家庭環境やいじめなど様々な理由が

あると考えます。 

 教育長に、不登校の高校生に対する相談体制

と居場所づくりについて、県教育委員会の取組

をお伺いいたします。 

○教育長（吉村達也君） 不登校の高校生に対

する校内の教育相談体制を充実させるため、全

ての県立学校にスクールカウンセラー、スクー

ルソーシャルワーカーを配置し、生徒や保護者

の悩みに寄り添う支援を行っております。 

 また、居場所づくりの取組として、不登校の

高校生や中途退学者に対する学習支援や体験活

動、保護者への相談対応等を行うための県教育

支援センター「コネクト」を令和６年度に設置

しております。 

 引き続き、積極的な利用を促すために、改め

て各高校を訪問し、コネクトの設置目的や利用

方法、またオンラインによる支援等について、

丁寧に説明、周知してまいります。 

○松本哲也議員 今、教育長の答弁の中に、中

途退学者ということがございました。 

 申し訳ございません、この点について、もう

少し詳しく取組をお伺いします。 

○教育長（吉村達也君） コネクトでは、高校

で再度学びたいと希望する中途退学者に対し

て、主に、自らの進路を主体的に捉え、社会的

自立を目指すことができるよう、学習支援や進

路に関する相談などに力を入れております。 

○松本哲也議員 ありがとうございます。いろ

んな悩みを相談できる場所があることは、非常

にありがたいところであります。学校をやめて

も、そういったサポートをしていただいている

こと、いろんな意味で将来のアドバイスをして

いただけるような体制、いろんな面から各部署

で取り組んでいただくことをさらにお願いした

いと思います。 

 最後の質問でございます。小学生の放課後に

おける居場所でございます。 

 放課後における児童の見守り対策について

は、放課後児童クラブや放課後子供教室の実施

などによって、しっかりとした放課後児童対策

が展開されているものと伺っています。 

 そのような中、国の放課後児童対策パッケー

ジ2025では、放課後児童クラブと放課後子供教

室の連携など、様々な取組が掲げられていま

す。 

 では、放課後の実態はどうかと私なりに考え

てみますと、多くの自治体で放課後子供教室が

実施されているのは、どちらかといえば中心部

ではなくて周辺部に多く、保育園も近くにな

い、そのような小規模の小学校で実施されてい

ると認識しています。 

 地域で学校を守ろう、残そうと真剣に考えて

いる地域のボランティアの方々が見守りのス

タッフで、さらに言えば、放課後子供教室が開

設された当初から20年近く活動してくださって

いる方が多いと思われます。今では子供の体力

についていけなくなったと高齢化の悩ましいお

話や、学校まで自家用車で行くため、燃料代が

高騰していることにも悩ましい現状をお聞きし

ています。 

 放課後の支援とは言うものの、学校にボラン

ティアに行く日となれば、子供たちと会えるこ
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とを楽しみにはしていますが、実際は、午後か

ら何も予定を入れることなく、半日はスタッフ

として時間を費やしていただいているのが現状

だと思います。 

 このような現状からいたしましても、放課後

子供教室にも放課後児童クラブと同様のスタッ

フ支援ができないものだろうかと考えます。 

 最後に教育長にお尋ねいたします。放課後子

供教室の実施状況とボランティアスタッフへの

支援についてお伺いいたします。 

○教育長（吉村達也君） 放課後子供教室は、

子供たちの社会性・自主性等を育むために、市

町村が主体となり、地域住民の参画の下、学習

活動や各種体験活動を行うもので、県内13市町

村に86教室あります。 

 議員御指摘のとおり、ボランティアスタッフ

の高齢化や物価高騰等により、教室の運営が大

変厳しい状況にあると考えております。 

 県教育委員会では、教室の運営を支援するた

め、国の事業を活用して、ボランティアスタッ

フの謝金や活動費を補助するとともに、子供の

安全・安心な居場所の確保のために、福祉部局

と連携した研修を行っています。 

 引き続き、子供の放課後における居場所づく

りの充実に向けて、市町村や関係部局と連携を

図り、取り組んでまいります。 

○松本哲也議員 それぞれに御答弁いただきま

して、非常に分かりやすくお聞かせいただきま

した。ありがとうございました。 

 子供の居場所の充実が将来を担う子供たちの

成長のために非常に大事なものであること、そ

して、私としましては、戦争の体験などをしっ

かり学んでいただきながら将来を担っていただ

きたい、そのようなことを考えながら、いろん

な質問を組み立てさせていただいたところであ

りました。 

 今年３月の県立高校の卒業式に同席させてい

ただきましたときの、県教育委員会が寄せてく

ださいました祝辞が目に留まりました。 

 ノーベル平和賞の受賞のこともありまして、

平和と核兵器廃絶を訴えてきた日本被団協の受

賞を喜び、「微力だけど無力じゃない」という

高校生平和大使の言葉を用いて、皆さん一人一

人が当事者意識を持って社会の変化と向き合

い、仲間となって協力し合うことが、持続可能

な社会をつくり出す大きな力になるでしょうと

いう祝辞でありました。このことを胸に私たち

も頑張ってまいります。ありがとうございまし

た。（拍手） 

○外山 衛議長 以上で本日の質問は終わりま

した。 

 明日の本会議は、午前10時から、一般質問、

人事案件の採決及び議案・請願の委員会付託で

あります。 

 本日はこれで散会いたします。 

   午後１時58分散会 
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